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はじめに 

 

一般財団法人建設業情報管理センターは、都道府県からの要望に応えるため、地域ごとの

建設産業の特徴を分析した上で、学識経験者等から今後の地域の建設産業のあり方を提言

いただき、建設業行政をサポートすることを目的とした「地域建設産業のあり方検討委員会」

を平成 22 年度に設置した。設置以来 8 年目にあたる今年度は、佐賀県をモデルとして選

定し検討委員会を設置して報告書を作成することとした。 

 

 

（委員会の設置趣旨） 

佐賀県では建設業の担い手不足、特に若年層の担い手の確保が課題となっている。一般社

団法人佐賀県建設業協会では、一般社団法人建設業振興基金が実施する地域連携ネットワ

ーク構築支援事業を行っており、若年入職者の確保・育成に取組んでいる。一方、若年層の

入職促進に向けては処遇や就労環境の向上、あるいはそのための生産性向上といった地域

建設業全体のあり方について検討が必要となる。 

地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県）は、佐賀県の建設産業を取り巻く環境変化、

佐賀県の建設産業が抱える課題等の分析を踏まえ、将来に向けての地域建設産業の今後の

あり方、地域社会に地域維持や雇用等において多方面で貢献する建設企業が存続するため

に行政が取組むべき方策を示すことを目的として設置した。 

 

（調査研究内容及び調査研究方法）  

建設産業を取り巻く情勢、佐賀県の建設産業の動向等について、各種データを収集・分析

するとともに、その結果を基に、佐賀県における建設産業の技能労働者数の将来予測を行っ

た。また、それらを踏まえ、地域建設産業のあり方を多角的に考察し、望ましい方向とそれ

を実現するための方策を提言した。調査研究に 当たっては、合計 3 回の会合において、各

委員及びオブザーバーから有益なご意見を頂くとともに、委員等が、佐賀県へ出張し、有明

海沿岸道路整備事務所、松尾建設本店ビル新築工事への現場視察に加え、佐賀県、一般社団

法人佐賀県建設業協会、佐賀土木事務所、県立唐津工業高等学校、地域の建設企業の皆様と

意見交換会を行い、そこで得られた知見を本報告に活用している。 この場をお借りして、

多忙な中ご対応頂いた佐賀県の皆様に、厚く感謝申し上げます。 
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エグゼクティブサマリー 

 

 一般財団法人建設業情報管理センターは、都道府県からの、地域建設産業のあり方に

関する提言を、有識者で構成する委員会における審議を経て取りまとめてほしいとの

要望に応えて、平成 22 年度以来毎年度、公益的事業として地域建設産業のあり方に

関する調査研究を実施してきた。 

 平成 29年度は、佐賀県及び静岡県をモデルに選んだ。佐賀県では特に、建設産業の担

い手確保が課題となっており、一般社団法人佐賀県建設業協会や佐賀県等が若年入職

者の確保・育成に取組んでいるところである。 

 報告書は主に「佐賀県建設産業のあり方」、「佐賀県及び県内建設産業の現状の整理」、

「建設産業の担い手確保・育成に関するアンケート」より構成されている。 

 このうち「佐賀県建設産業のあり方」においては、担い手の確保・育成、処遇・就労

環境の改善、生産性の向上、地域建設産業としての意義・役割の強化、の観点から、

今後佐賀県の建設産業に必要と考えられる施策を提言している。具体的な内容は下記

のとおりである。特に、現地視察及び意見交換会等で、事業者側から施工時期の平準

化を望む意見等が出されたことを踏まえると、工期の平準化の推進が早急に取組む課

題と言える。この工期の平準化の取組を進めることで、担い手の確保にも繋がること

と考えられる。 

 担い手の確保・育成 

 建設産業の魅力の PR によるイメージ向上、若年入職者の入職促進、中途入

職者の確保、業界・行政が一体となった担い手育成、キャリアプラン形成の

支援 

 処遇・就労環境の改善 

 正社員化の促進、行政の発注制度の改善、民間発注者も含めた工期設定の柔

軟化に関する意識啓発 

 生産性の向上 

 ICTの活用の更なる推進、活用に対応した発注・納品方法の検討、各種手続

きに関する書類作成の省力化、中堅・中小企業の協業化の普及、県と市町村

が一体となった発注時期、施工時期の平準化、多能工化の促進、建設産業の

質的転換への対応 

 地域建設産業としての意義・役割の強化 

 防災対策の更なる強化、地域の担い手確保を促進する発注制度 

 上記の施策等を推進するための佐賀県建設産業プラットフォーム（仮称）の設置 

 「佐賀県及び県内建設産業の現状の整理」では各種の統計分析や、コーホート分析に

よる技能労働者数の将来推計等を行った。「建設産業の担い手確保・育成に関するアン

ケート」は佐賀県内の建設系の高校、佐賀県内の建設企業を対象としたものである。 
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佐賀県建設産業の現状概要 

 

■佐賀県における建設業の状況 

○建設産業は県経済を支える基幹産業の一つ。 

 建設業については概ね産業全体の 7％程度（付加価値ベース）であるが、従業者構成比

では全体の 8％を占める。付加価値ベースの特化係数は 1.2となっており、全国に比べ

て高く、建設産業は基幹産業の一つといえる。（平成 24年経済センサスより） 

 県内には相対的に経済状況の堅調な都市部エリアと、中山間地等を有する相対的に経

済状況が低調なエリアがそれぞれ存在している。 

 

○建設投資の減少やそれを上回る担い手の減少が懸念されている。 

 佐賀県内の建設投資の状況は全国と同様にピーク時に比べて大きく減少しており、特

に公共投資が減少している。また、今後も平成 32年で市町村の合併特例債の発行期限

が切れることもあり、市町村の建設投資が減少する可能性がある。 

 ただし、コーホート分析によれば佐賀県内の担い手も今後減少すると見られており、こ

の減少が需要の減少を上回る場合、深刻な担い手不足、ひいては地域のインフラの維持

や更新が難しい、あるいは災害発生時の迅速な対応が難しい状況に陥ることが懸念さ

れる。（73ページ参照） 

 現状としては、全国と同様、佐賀県でも地域建設産業の担い手の不足はすでに顕在化し

ている。特に若年層の担い手の不足により今後の技能継承が難しい状況となりつつあ

る。 

 

図表 佐賀県における建設投資額の推移 

出所）建設工事受注動態統計調査 
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○建設業許可業者数はこの 15年で約 25％減少、全国を上回る減少率 

 建設業許可建設業者数は 2000年に 4,244 であったのに対して 2015 年では 3,211 とな

っており、約 25％の減少と全国（21％）を上回る減少率なっている。 

 ただし、2011年以降は東日本大震災の復興需要に起因する人手不足や、2013年の政府

の大型投資などの影響からか、ほぼ横ばい傾向にある。 

 

■佐賀県における建設産業におけるこれまでの取組 

○佐賀県の取組 

 佐賀県では建設業基盤強化事業として、相談・支援事業や、若手支援のためのセミナー

を開催している。 

 また、県内建設業企業を対象にしたアンケートを実施している。平成 28年 5月に実施

したアンケートの中では以下のような結果が明らかになっている。（ただし、N数は不

明） 

 経営上の課題としては「受注工事量の減少」ついで「技術者等の人材不足」となっ

ている。 

 若年技術者・技能労働者の採用について、前年度に雇用していないが約 50％で、

そのうちの 44％が、応募がないことを理由にしている。 

 

○その他の活動 

 一般社団法人佐賀県建設業協会では、建設業振興基金の実施する地域連携ネットーク

構築支援事業に応募しており、今後、若年入職者の確保・育成に取組んでいくとしてい

る。 

 上記の取組においては担い手の確保・育成に関する現状や問題点が整理されている。そ

の中では担い手不足の原因として、処遇の悪さ、未来に夢（仕事に対する誇り）が持て

ないことの２点が挙げられている。 

 処遇の悪さについては、社会保険の加入の徹底や、公共工事の低価格競争の防止と

いった労務単価の確保等の取組が今後、求められると思われる。また、育成費用に

対する公共支援も必要と考えられる。 

 未来に夢（仕事に対する誇り）が持てないという点については、イメージアップ活

動が必要である。また、キャリアの向上が見込める業界である、また、その実現の

道筋が見えるようにする、という意味から、地域単位、あるいは業界単位での育成

支援の取組も必要と考えられる。 
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佐賀県建設産業のあり方 

全体概要 

施策の方向性は以下のとおりである。 

地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県）会合や現地視察からは、主に、担い手の確保・

育成、処遇・就労環境の改善、生産性向上の課題に関する意見が出されておりこれらへの対

策が必要である。 

担い手の確保・育成では、建設業に興味・関心を持ってもらう、実際の就業に繋げる、就

業者を繋ぎとめるための各段階に対応した施策が必要である。また、担い手を確保するため

には、若者等にとって魅力のある就業環境となる必要があり、そのためには、休日の確保が

できる体制を建設業界全体で整えていくことが必要である。 

処遇・就労環境の向上のためには、その分のコストが発生するが、これを新たなコスト負

担ではなく、生産性の向上で実現することが求められる。そのためには、建設企業自らが覚

悟をもって生産性の向上に取組むことに加え、工事発注者による協力も必要不可欠である。 

 

図表 施策全体図 

 

 

担い手の
確保・育成

処遇・就労
環境の改善
（働き方改革
への対応）

施策概要

生産性の
向上

（建設業に興味・関心をもってもらう）
• 1 建設産業の魅力のPRによるイメージ向上
（実際の就業に繋げる）
• 2 若年入職者の入職促進
• 3 中途入職者の確保
（就業者を繋ぎとめる）
• 4 業界・行政が一体となった担い手育成
• 5 キャリアプラン形成の支援

• 6 正社員化の促進
• 7 行政の発注制度の改善
• 8 民間工事も含めた工期設定の柔軟化に関する意識啓発

• 建設業の担い手不足は佐賀県に
おいても課題となっている。

• 建設業に興味・関心をもってもらう、
実際の就業に繋げる、就業者を繋
ぎとめるための施策が必要である。

• 担い手を確保するためには、若者
等にとって魅力のある就業環境と
なる必要がある。

• やりがいに加えて、社会保険の加
入徹底や、休みの確保等が必要
である。

• 9 ICTの活用の更なる推進、活用に対応した発注・納品方法の
検討

• 10 各種手続きに関する書類作成の省力化
• 11 中堅・中小企業の協業化の普及
• 12 県と市町村が一体となった発注時期及び施工時期の平準化
• 13 多能工化の促進
• 14 建設業の質的転換への対応

• 処遇・就労環境の向上のためには、
生産性の向上が必要である。

• 生産性の向上に向けては建設企
業自らの努力に加えて、公共工事
等の発注者の協力も不可欠である。

佐賀県建設産業プラットフォーム（仮称）の設置
⇒生産性の向上や働き方改革への対応に向けての官民のプラットフォーム

地域建設産業としての意義・役割の強化
• 15 防災対策の更なる強化
• 16 地域の担い手確保を促進する発注制度の導入
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【現状と課題】 

近年の若者は職業選定の際に“やりがい”を重視している。また、佐賀県の実施したアン

ケートにおいて、工業高校等の生徒は建設業を“やりがい”のある職業だと感じている。他

方、世間一般においては、建設産業のイメージは必ずしも良くなく、また仕事の内容がよく

理解されていないのが現状である。 

そこで、このような建設業の魅力を工業高校等の生徒といった、建設業界とすでに関わり

のある層以外にも感じてもらうことが、長期でみた際の入職者増に繋がると考えられる。 

 

【施策の方向性】 

県内の小学校や中学校の生徒向けに見学会等を実施し、普段、建設業に触れ合うことのな

い層に建設業の実態や魅力を伝える機会を確保する。とりわけ、工事現場等は実際に建設業

が何をやっているのかということを具体的に触れることが出来るチャンスであるため、積

極的に活用する。 

 

【参考事例①】 

 一般社団法人佐賀県建設業協会における親子見学会等の実施 

 目的 

 佐賀県在住の親子に対する建設業への関心喚起や、建設業を通じた親子の交

流促進。 

 身近に役立つ防災に関する知識や防災ノウハウの提供。 

 取組内容 

 県内在住親子に対して、夏季期間の建設現場見学会を実施している。例えば、

見学会参加親子は、ダム、工事現場、空港における建物のバックヤード、工事

現場を見学するプログラムとなっている。当企画では、地元のラジオ番組から

の協力を得て成立しており、見学の様子等に関するメディア発信の構図が出

来ている。 

  

基本目標１ 担い手の確保・育成 

施策１ 建設産業の魅力の PR によるイメージ向上 
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 また、「おとうさんの仕事場見学会『おやじの日』」を開催し、工事関係者の家

族を工事現場に招待する企画となっている。平成 29 年には、約 60 名が伊万

里市の国道 497 号唐津伊万里道路工事現場を視察した。参加家族は、現場見

学やクイズなどを通じて建設業への理解を深めるとともに、子どもに対する

関心喚起の場となっている。なお、当企画は九州地方整備局と九州各県建設業

協会が支援し、広報 WG を組成。対外発信活動も行うなど、建設業の PR も

実施している。 

 夏休みを利用して「夏休み親子防災体験教室」を開催している。平成 29年に

は約 40 名の親子が参加し、家の見取り図から危険箇所を点検するワークや、

緊急時の炊飯スキルを伝授する「ハイゼックス炊飯」体験、防災についてカー

ドゲームしながら知識を増やしていく取組など、地元ラジオ放送局の協力を

得て、プログラムとして構成されている。 

 取組の効果 

 参加親子から、工事現場や防災について、楽しみながら参加できる点が評価さ

れているとされる。 

 メディアを通じた対外発信を行うことで、建設業の存在意義をより広く伝え

られている。 

 

【参考事例②】 

 土木学会の取組（どぼくカフェ） 

 目的 

 大学生以上で土木関係者・非関係者の間で、広義の土木に関する話題や新たな

試み等をざっくばらんに議論することを目的としている。 

 これをもとに、土木に対するイメージ向上と、認知度向上を目指している。 

 取組内容 

 公益社団法人土木学会関西支部では、平成 22年 6月より、オープンな場にお

ける土木関係者間の意見交換会「どぼくカフェ」を実施してきた。 

 「どぼくカフェ」では、平日夜（1時間 30分程度の会合をおよそ半年に 1回

程度）に商店会等設置のカフェにて開催されている。 

 「どぼくカフェ」では、土木に関する話題について講師が約 30分話題を提供

し、その後講師の話題やその他土木に関することなどを議論している。 

 平成 25年 12月より、土木学会関東支部も開催を開始している。平成 30年 1

月時点で関東支部主催の「どぼくカフェ」は第 8回まで開催している。 
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図表 第 8回どぼくカフェの開催要項 

主催 土木学会関東支部  （共催 土木学会） 

開催日時 平成 25年 12月 18日 (水) 18:00～19:30 

開催場所 SHIBAURA HOUSE 1F 

講演概要 講演者 ： 岩坂 照之（いわさか てるゆき）氏 （前田

建設工業(株)総合企画部／ファンタジー営業部） 

テーマ ： アニメに挑む建設業 

参加資格 大学生以上 

定員 60名（応募者多数の場合は先着順） 

参加費 無料 

出所）公益社団法人土木学会関東支部ホームページ1 

 

 

 

  

                                                   
1公益社団法人土木学会関東支部ホームページのリンクは以下のとおり：

https://www.jsce.or.jp/branch/kanto/01_07_koho/cafe/131030_cafe_houkoku.html  

 

https://www.jsce.or.jp/branch/kanto/01_07_koho/cafe/131030_cafe_houkoku.html
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【現状と課題】 

建設系の高校や工学部を卒業した学生であっても建設業界以外の業界に就職するケース

は少なくない。更には、佐賀県については例え建設業界に就職しても、福岡やその他大都市

圏に就職のタイミングで出て行ってしまい、地元建設業界に就職する人材が確保しづらく

なっている。一方で、地元に残り、地域貢献や家族とともに暮らせる仕事を志向する層も一

定数存在すると考えられる。 

 

【施策の方向性】 

高校生、大学生向け（建設系もそれ以外でも）のインターンシップの取組の強化が必要で

ある。特に建設系の高校、佐賀大学理工学部との連携は効果が大きいと考えられる。ICTの

建設現場など、最先端の技術を活用した現場を見学してもらい、建設業に対するイメージ向

上も図る。また、親世代への啓発も同時に行い、建設業に対するネガティブなイメージを払

拭する。 

また、ICTの活用や働き方改革等により、従来は比較的入職者が少なかった女性の活躍の

場も増えている。こうしたことから、積極的に女性の入職を促す取組も求められている。 

 

【参考事例①】 

 佐賀大学等を中心とした教育機関及び地元産業によるさが地方創生人材育成・活用プ

ロジェクト（COC＋） 

 目的 

 佐賀県における若者の地元就職率は低く2、佐賀大学を中心とする教育機関と

地元産業が連携を図り、地元就職を推進する取組として開始された。 

 地元就職率向上のための教育改革として、地域志向キャリア教育の推進を目

的としている。 

 取組内容 

 平成 27 年度より佐賀大学が地（知）の拠点 COC 推進本部の中心的役割を

担い、地元ニーズと大学シーズのマッチング、事業協働機関のコーディネート、

                                                   
2 佐賀新聞によれば、山口祥義佐賀県知事と県内 20市町の首長が意見交換を行う「GM21ミ

ーティング」の中で、佐賀県高校生の卒業後、進学者の 8割、就職者の 4割が県外に流出して

いることが指摘された。（佐賀新聞、平成 29年 10月 28日、「『高校と自治体連携を』県内就職

向上へ意見 県と 20市町」） 

佐賀県労働局調査によると、2016年度は県外就職率が 41.0%と全国でワースト 5であったこ

とが示された。一方、前年度比 3.2ポイント改善しており、改善幅は全国で最も高かった。（佐

賀新聞、平成 29年 12月 30日、「高卒の県内就職改善 支援員、企業に橋渡し「人材流出県」

脱却へ」） 

施策２ 若年入職者の入職促進 
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地元就職率向上プラン策定の支援、全国的ネットワークの構築を実施。（地（知）

の拠点化事業とは、大学が地方公共団体や企業等と協働する、あるいは地域の

求める人材を養成する機関となることを推進する文部科学省の施策） 

 参加教育機関は、佐賀女子短期大学、九州龍谷短期大学、西九州大学、西九州

大学短期大学部が加盟している。 

 当取組の中で、インターンシップや業界研究合同説明会が実施されている。イ

ンターンシップについては、平成 28年 5月に、理工学部と一般社団法人佐賀

県建設業協会で、地方創生インターンシップに関する協定を結び、実施されて

いる。業界研究合同説明会では、仕事内容や採用スケジュールだけでなく、企

業の社員の身近な話がなされている。 

 業界研究合同説明会には、佐賀県建設企業も参加し、若手入職者の獲得が推進

されている。 

 

【参考事例②】 

 前橋市と共愛学園前橋国際大学による取組 

 目的 

 地元大学への進学、地元企業への就職を促す目的で、共愛学園前橋国際大学で

は、持続的地方創生共同体形成プログラムとして、若者の定着県域総ぐるみ計

画事業を推進。 

 地域振興を図りながら、学生たちに地元企業におけるインターンシップの機

会を提供し、地元への入職を促進している。 

 

 取組内容 

 同事業には、参加大学として高崎商科大学、上武大学、明治学院大学が、参加

自治体として群馬県、前橋市、高崎市、伊勢崎市、富岡市、参加企業等として

群馬県商工会議所連合会、群馬県中小企業同友会、前橋商工会議所、群馬銀行、

しののめ信用金庫等が参加している。 

 前橋市では、平成 26年度より共愛学園前橋国際大学と協力し、地域課題解決

のための地学一体化プロジェクトを実施するため、COC（Center of 

Community）推進本部を設立した。COC推進本部には、前橋市副市長等が参

加しており、産官学の促進が期待されている。COC 推進本部では、若者の地

元大学への進学・地元企業への就職を促進するため、自治体・企業・大学が連

携して事業を展開するコンソーシアムを実施している。 

 COC 推進本部が展開するプロジェクト事例として、「サービスラーニングタ

ーム」の制度創設が挙げられる。サービスラーニングタームは半年間大学では

なく地元企業や自治体へのインターンシップ等を実施することができる。共
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愛学園前橋国際大学では、学生を地域の建設企業にインターン実習生として

送り出し、実地経験を行う機会を与えている。 

 

図表 地（知）の拠点整備イメージ 

 

出所）前橋市ホームページを元に取組作成 

 

  

地（知）の拠点形成

地域志向大学改革 地域課題解決

地域（産業）
人材育成

地域ブランド
向上

COC推進本部

【共愛学園
前橋国際大学】

• 副学長
• 国際社会学部長

【前橋市】
• 副市長
• 教育長
• 政策部長等

地（知）の拠点化推進委員会 委員長＝学長
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【参考事例③】 

 兵庫県東播工業高校土木科における通年型インターンシップ 

 目的 

 県立東播工業高校は、インターンシップを通じて施設・建築物の完成を生徒に

体験させ、学習内容の深化を図ることを目的としている。 

 更に、現場でのやりがいや苦労を、生徒に体験させることで、就職のミスマッ

チ解消を図ることを狙っている。 

 短期のインターンシップでは、生徒は企業にとっての「顧客」に類する扱いを

受けるが、通年型インターンシップにすることで実際の就業に近い体験が出

来ることから、ミスマッチを防ぐことに効果的とされる。 

 

 取組内容 

 参加生徒は、測量や土工事等を通期に渡って体験する仕組みとなっている。 

 1グループあたり 8～10人の 4班体制で週に一回実施。 

 平成 27年度より開始され、業務として竣工まで 2週間単位のローテーション

を参加生徒全員が体験する。更に、現場作業を担当しないグループには、記録

映像を観せることで、工事・作業の流れを補っている。 

 平成 27年度は、老朽化に伴い廃止された旧播磨町民プール跡地に、スポーツ・

レクリエーション施設を整備した。 

 県建設業協会会員支部兵庫建設産業若年者入職促進協議会 代表内藤 康男

氏によって提言され、国内初の取組として実現した。 
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【現状と課題】 

人材の確保にあたっては、一度、他の職業についた中途入職者の確保も現実的には今後必

要となると思われる。特に技能者については、過去は兼業農家等が農閑期を利用して、その

人材を供給していたが、現在はそのような状況ではなく、新たな層から求めていく必要があ

る。一方で、佐賀県が実施したアンケートにおいては、県内の建設企業は中途の採用には積

極的でない状況が伺える。その理由としては、他業界から人材を受け入れるには、相応の給

与を提示する必要があること、月給制、週休２日制、社会保険制度といった各種制度に慣れ

た他業界経験者を受け入れるには、同じような環境を整備しないと難しいこと、中途入職者

にも、新卒同様の研修等を行わないと、十分な戦力になりづらいといったことが考えられる。

結果として中途入職者の採用が進んでいないのが現状である。 

 

【施策の方向性】 

建設業界をあげた中途採用イベントの実施といったことが考えられる。特に、雇用に関

しては地域でミスマッチングが生じているので、雇用の場があまりない地域でイベントを

行ったり、Uターン、Iターン希望者が一定程度存在する大都市圏でイベントを行ったり

することも考えられる。 

また、女性の活用も望まれる。事務職として入社した女性で希望する者を技術職や技能

職として、職転したケースもあるため、このような社内人材の職転による利活用といった

策も考えられる。 

 

【参考事例①】 

 一般社団法人 佐賀県建設業協会と「さがん建設女子」の取組 

 目的 

 佐賀県の建設業に従事する女性技術者等が企業の垣根を越えて、相互に情報

交換や悩みを相談し合うことで、不安の解消やキャリアの明確化に繋げるこ

とを目的としている。 

 取組内容 

 一般社団法人 佐賀県建設業協会の支援のもと、県内建設業に従事する計 12

名の女性技術者等が「さがん建設女子」というチームを結成し、活動を行っ

ている。 

 取組の効果 

 女性のネットワークができることで、女性社員の仕事上における悩み解消や

情報交換に役立っているとされる。 

施策３ 中途入職者の確保 



14 

 

 また、これまで男性社会であった建設企業の中に、女性目線の提言がなされ

るようになった。現場の改善等につながり、佐賀県の建設企業では女性を登

用する機運が醸成されているとされる。例えば、中途職員として女性を採用

し、書類作成等の管理・測量技術を活用した業務等、女性が携わることので

きる仕事が豊富にあることを発信等していく必要性を強調している。 

 

【参考事例②】 

 建築設備６団体による「設備女子会」（女性交流ネットワーク）の取組 

 目的 

 建設業で働く女性技術者は仕事と家庭について相談できる同性の友人等が少

ないため、これを改善する必要があった。 

 女性技術者同士で悩みや問題を話し合える交流会を設立し、不安の緩和や活

動内容を発信することで、環境整備の改善に繋がると考えられた。 

 また、これらの活動を通じて、建設業における女性の入職を促進することに

なるとされた。 

 取組内容 

 建設設備６団体協議会3は、建設業に従事する女性技術者のネットワーク（設

備女子会）を構築し、県の関係協会等や地域自治体と連携し、講演会や見学

会を実施している。 

 また、ネットワークを情報交換・情報発信の場として活用し、関連企業等に

周知、伝達している。 

 建設業で働く女性向けにアンケートを実施し、女性の働き方やキャリアにつ

いて意識や要望をまとめ、関係企業に周知を行っている。 

 取組の効果 

 西日本を中心に、建設業で働く女性のネットワーク間の連絡体制が整備され

てきている。 

 平成 29年時点で、設備女子会の会員は全国で 400名を超えている。 

 平成 27年度、国土交通省創設の「『もっと女性が活躍できる建設業』地域共

同推進事業」に選定。 

 

 

 

 

                                                   
3 一般社団法人日本空調衛生工事業協会、一般社団法人日本電設工業協会、公益社団法人

空気調和・衛生工学会、一般社団法人電気設備学会、一般社団法人日本設備設計事務所協

会、一般社団法人建築設備技術者協会によって、構成される。 
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【参考事例③】 

 某地域建設企業（大阪府）による「働き方改革」の取組 

 目的 

 若年雇用者の減少と職人の高齢化への対策 

 取組内容 

 新たな人材の発掘と育成に向け、性別、国籍、年齢、業界経験の有無を問わ

ず人材の採用活動を実施。特に育児女性の中途採用に力を入れている。 

 建設業では週休二日を導入したほか、収入を優先したい社員向けに土日出勤

も可能な雇用形態を用意。また、育児・介護をしながらでも勤務できるよ

う、時短勤務性の導入も行い、柔軟な労働環境づくりに取組んでいる。 

 特に、育児中の女性や未経験者に向けた労働環境の整備に積極的で、彼女ら

を短期間で育成させる取組が社内で浸透してきた。 

 取組の成果 

 自社の働き方改革に関する取組を外部発信したところ、社外からの関心・評

価が高まったとされている。 

 高い評価によって誘発され、同社や親会社の求人募集にはより多くの応募が

集まるようになった。応募倍率は約 10倍、中でも女性の希望者が 8割に達

する勢いとされる。 
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【現状と課題】 

採用した人材の育成も地域建設産業の責務であるが、一方で佐賀県の実施したアンケー

トのおいては、その育成の負担が重い、という意見が聞かれている。特に、規模のそれほど

大きくない専門工事業にとっては育成のための人的余裕や育成ノウハウが不足しているこ

とが懸念される。 

 

【施策の方向性】 

建設業協会、複数の建設企業によるグループ単位での人材育成制度の構築が望まれる。例

えば、継続的に、新入社員時研修や入社後一定期間ごとの研修を建設業界団体として行うと

いったことが考えられる。また、こういった建設業界単位への取組に対する行政補助や、外

部の研修期間（三田建設技能研修センター、富士教育訓練センター等）を積極的に活用して

もらうための情宣活動も効果的であると思われる。 

また、佐賀県内の建設企業のみではこのような取組が難しい場合は九州の他県の建設企

業も共同で実施することでスケールメリットを獲得することも考えられる。 

 

【参考事例①】 

 佐賀県による「建設業若手育成支援セミナー」の取組 

 目的 

 建設業基盤強化事業の一環として、未来の建設業を担う人材の育成を支援す

ることを目的としている。 

 取組内容 

 佐賀県は、平成 29年 7月、佐賀県建設企業の社員を対象に、入社後勤続年数

で概ね 2～4 年以内と 5～8 年以内の社員とに分けて、建設業の業務に関する

セミナーを開催した。 

 セミナーの内容は、午前の座学と午後のグループワークであった。 

 午前は座学、午後はグループワークが開催された。 

 なお、当企画は無料で参加が可能となっている。 

 

【参考事例②】 

 広島建設アカデミー 

 目的 

 人口減少に直面する地方の建設業において、入職者を呼び込み、定着率を高め

施策４ 業界・行政が一体となった担い手育成 
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ることを目的としている。 

 入職者が建設事業において、相談ができたり、切磋琢磨し合ったりする同期を

作る機会を提供することで、離職を減らすことを狙いとしている。 

 取組内容 

 広島建設アカデミーを通じ、広島の中小建設業者が、建設業の将来を担う人材

を共同で育成している。訓練を修了した新入社員は、派遣元企業に戻って現場

に配属される。 

 高等学校に対して、広島建設アカデミーからとびや左官などの職人を派遣し、

在学生に専門工事業の基礎を教える出張教育や、在学生の資格取得を支援す

る出前講座を実施している。 

 会員企業は、出張教育等実施した高等学校に対し、新入社員を募集する仕組み

となっている。 

 会員企業 

 全 24社（2014年 4月時点） 

 一定の資本金額を満たしており、雇用保険を適用している建設企業 

 年会費：1.2万円 

 訓練負担金：25万円／人 

 訓練内容 

 原則として、対象は会員企業に所属する経験年数 3年未満の従業員。 

 講師は 1級技能士の資格を有する会員企業の主任指導員が中心。 

 新規採用者は、4月から約 2ヶ月間、広島建設アカデミーに派遣され、全寮制

のもと、とび、型枠、鉄筋の躯体工事の基礎を身につける。 

 訓練は、建設躯体基礎コース（216 時間）、建築躯体工作コース（88 時間）、

土工基礎コース（32 時間）、建設仮設工事施工コース（56 時間）の 4 コース

に別れる。合計 392時間のカリキュラムとなっている。 
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図表 広島建設アカデミーのイメージ 

 

 

出所）広島建設アカデミーをもとに取組作成 

 

図表 広島建設アカデミーを取り巻く主体と各主体のメリット 

対象者 メリット 

会員企業  中小建設業が、負担をかけずに人材育成を実施（厚生労働省のキャリ

ア形成促進助成金や広島県の賃金助成などを活用可能） 

 充実した研修制度により、若手人材の質を担保。 

若手社員  現場実習を通じて、業務に必要なスキルや知識を体得。 

 同じ目的を持った同世代を知り、安心して職場に戻れる。 

学生  スキルや知識の会得／資格の取得。 

 充実した研修制度により、親も安心して建設業に子どもを送り出せる。 

出所）労働政策研究・研修機構、建設業振興基金をもとに取組作成4 

 

 

 

 

 

 

                                                   

4 労働政策研究・研修機構、2014年 9月号 http://www.jil.go.jp/kokunai/blt/backnumber/2014/09/018-

025.pdf   

 建設業振興基金 2014年 8月 28日 http://bn.shinko-web.jp/person/000558.html   

 

http://www.jil.go.jp/kokunai/blt/backnumber/2014/09/018-025.pdf
http://www.jil.go.jp/kokunai/blt/backnumber/2014/09/018-025.pdf
http://bn.shinko-web.jp/person/000558.html
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【参考事例③】 

 関西建設技能者会 

 目的 

 建設業に従事する技能者の社会的地位の向上と、技能者自身の経済的自立と

生活向上を目指し、会員相互の協力により、技能者の技能及び資質の向上、優

秀な技能の伝承を図り、公共の福祉の増進に寄与することを目的としている。 

 取組内容 

 厳格な入会資格条件を設け、会員相互に協力して自己研鑽に努める。これを通

じて、優秀な建設技能者の集合体を目指している。 

 職人学校と連携し、優秀な技能者・後継者の育成と関西建設技能者会への入会

支援を行っている。 

 夜間・休日等に職人学校で講習や講座を実施している。これにより、会員の自

己研鑽やキャリアアップを促進している。 

 行政や関係機関に協力を求め、技能者の待遇改善や社会的地位向上を目指し

ている。また、技能者の現状を一般社会や発注者に周知する活動も実施してい

る。 

 自然災害発生時、救援・復旧活動や地域ボランティア活動を実施している。 

 関西建設技能者会への加入資格条件 

 以下のいずれかの資格を 1つ以上持つ者のみ入会が可能としている。 

 基幹技能者資格を有する者 

 １級技能士の資格を有する者（２級技能士は不可） 

 「建築施工管理」、「土木施工管理」、「建設機械施工」、「電気工事施工管理」、

「管工事施工管理」、「造園施工管理」の各１級及び２級の技士の資格を有

する者 

 建設マスター、現代の名工等の顕彰者 

 年会費として一人あたり年 1,000 円～3,000 円を徴収する予定となっている。 
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【現状と課題】 

技能者はキャリアの上積みについての客観的な評価が難しく、建設マスターや登録基幹

技能者も十分に活用されていないのが現状である。そのため、一般財団法人建設業振興基金

では建設キャリアアップシステムを今後、本格稼動させる予定である。 

 

【施策の方向性】 

県や市町村の入札評価制度における入札参加資格の更なる活用を推進する。例えば、資格

所有者に応じた加点制度といったものの導入が考えられる。また、建設キャリアップシステ

ムへの登録の推進も行うべきであると考えられる。そのためにも建設キャリアアップシス

テムそのものの認知度を高めるといったことも望まれる。 

 

【参考事例】 

 登録基幹技能者配置による加点評価制度 

 目的 

 熟達した作業能力と豊富な知識、現場を効率的にまとめるマネジメント能力

により工事の品質保持・コスト削減・安全の維持等に貢献することを目指す。 

 更に、登録基幹技能者のスキルや技能・知識の向上によって建設技能労働者全

体のレベルアップに繋げることを目的としている。 

 取組内容 

 公共工事の総合評価落札方式の評価項目として、登録基幹技能者を評価対象

とする制度である。主に登録基幹技能者を有し、配置する提案を行った元請企

業が加点評価される。 

 平成 28年度時点で、15道府県、3政令市、1中核市によって導入されている。 

 平成 20年の建設業法施行規則改正に伴い、国土交通大臣の登録講習制度とし

て位置づけられた。登録基幹技能者データベースによって、各業種別に登録基

幹技能者の登録状況を検索することが出来る。 

 なお、平成 31年度から一般財団法人建設業振興基金が建設キャリアアップシ

ステムを運用する。登録申請の先行受付として、登録基幹技能者が先行的に対

象とされた。 

 

  

施策５ キャリアプラン形成の支援 
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 登録基幹技能者の役割 

 現場の状況に応じ、施工方法等の提案、調整などを行う。 

 現場の作業を効率的に行うために技能者を適切に配置する。また作業方法、作

業手順などを構成する。 

 生産グループ内の技能者に対する施工に係る指示、指導を行う。 

 前工程・後工程に配慮した他の職長との連絡・調整を行う。 

 受講要件・更新制度 

 登録基幹技能者の講習受講にあたって、(i) 実務経験 10年以上、(ii) 職長経

験 3年以上、(iii) 最上級の技能者資格（1級技能士等）の保有等が共有の要

件となっている。 

 登録基幹技能者資格は 5年ごとに更新する必要がある。更新時、再教育を受

けることで個々の技能者が積み上げた技術や知識、マネジメント能力を再確

認する機会となる。 
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図表 国土交通省、都道府県、政令指定都市の総合評価における活用実績 

発注機関 
工事件数 

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

国土交通省 

北海道開発局 3 5 14 5 

東北地方整備局 0 11 507 1,060 

関東地方整備局 3 3 62 210 

北陸地方整備局 2 2 5 3 

中部地方整備局 4 5 4 12 

近畿地方整備局 25 34 657 460 

中国地方整備局 36 124 204 407 

四国地方整備局 5 31 47 350 

九州地方整備局 90 713 1,252 727 

沖縄総合事務局 232 132 164 126 

合計 400 1,060 2,916 3,360 

都道府県 

北海道 340 198 196 138 

茨城県 - - - - 

神奈川県 - - 3 6 

新潟県 - - - 4 

富山県 - 2 - 2 

長野県 10 8 10 8 

静岡県 - - 2 7 

三重県 - - - - 

滋賀県 - - 22 74 

京都府 9 11 13 29 

大阪府 2 4 13 32 

島根県 - - - 3 

長崎県 87 78 113 116 

熊本県 - - - 4 

大分県 - - - 178 

合計 448 299 374 601 

政令指定都市 

札幌市 - - - - 

仙台市 - - - - 

静岡市 - 54 45 50 

合計 - 54 45 50 

出所）しんこうWebより取組作成 
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【現状と課題】 

 建設産業においては、かつて農閑期の季節労働者を雇用していたという経緯もあり、伝統

的に非正規雇用の従業者が多い業種である。需給に応じて労働者数を調整できるこのよう

な雇用形態は、入職者数が見込めた場合は、建設業界にとっても都合が良いものであったが、

昨今の入職者不足の状況では、安定した人材確保が出来ないため、問題となっている。また、

雇用の安定を求める若者等が、雇用の安定しない非正規雇用形態を厭うことも多く、正社員

として雇用しないと、ますます入職者が見込めないという状況に陥っている。 

 

【施策の方向性】 

 平成２９年度より政府が本格的に推進するようになった働き方改革により、「雇用形態に

かかわらない公正な待遇の確保」が謳われている。この改革の推進が進むことにより、建設

企業にとっては正社員よりも安価に雇用できるといった非正規雇用のメリットが相対的に

減少することになる。その一方で、離職のハードルが低く、入職の魅力に相対的に乏しい非

正規雇用のデメリットは変わらないため、建設企業にとっては社員を正規雇用するインセ

ンティブが相対的に働くことになる。したがって、こうした改革のいっそうの推進が課題の

解決に寄与することが期待される。 

 

  

基本目標２ 処遇・就労環境の改善に関して 

施策６ 正社員化の促進 
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【現状と課題】 

建設産業においては工事売上高全体の約半数が公共工事であり、その発注主体である行

政の発注制度が建設産業全体に与える影響は大きい。近年では、建設企業の社会保険未加入

対策が行政主導で進められており、公共工事の元請企業においては 100％近い加入率となっ

ている。しかし、下請企業では下請次数が増えるにつれて未加入の建設企業が一定程度存在

している。このような点については行政の発注制度として、更に社会保険の未加入対策を進

めていく事が求められる。 

他には、西日本建設業保証（株）によれば佐賀県の市町村における「前払率 40％かつ限

度額なし」の支払い方式をとっているのは 20市町村中 8自治体であり、普及率は４割に留

まっている。（西日本平均は 74％の普及率） 

 

【施策の方向性】 

佐賀県においては平成 29 年 10 月より一次下請企業についても社会保険未加入対策を開

始しており、この着実な実行に加えて、将来的には更に二次、三次下請企業についても同様

の対策を進めていくべきである。 

「前払率 40％かつ限度額なし」の支払い方式を佐賀県内全ての市町村に普及させるべく、

県と市町村において検討を進める。そのためにも、財務当局等、行政内の関連部署等に理解

を求めるように努める。 

 

【参考事例】 

 佐賀県公共事業の元請業者に対する社会保険未加入業者対策 

 目的 

 公共工事における社会保険等未加入対策を図りながら、公平で健全な競争環

境の構築を図ることを目的としている。 

 取組内容 

 佐賀県では、社会保険に加入し、法定福利費を適切に負担する建設企業への業

務発注を可能とする制度改革に取組んでいる。 

 具体的には、元請業者に対する公共工事競争入札参加資格審査において、社会

保険等未加入建設企業に参加資格を与えないこととしてきた。平成 29 年 10

月からは、一次下請企業が未加入の場合、未加入の理由を照会し、社会保険等

加入の指導を行っている。 

 

 

施策７ 行政の発注制度の改善 
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【現状と課題】 

建設業界において長時間労働が常となっていることの背景に、余裕のない工期設定が存

在する。国は平成 29年に「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン」を

策定し、その周知を行っているが、必ずしも状況が改善していないのが現状である。 

 

【施策の方向性】 

行政においては上記ガイドラインを遵守するとともに、民間工事発注者に対しても啓発

活動を行う。週休２日制が浸透する環境化において、建設業においても従業員等（下請を含

む）が十分に休暇を取得できるように配慮した工期を前提とした契約を行うことが必要で

あるという認識を浸透させる。 

 

【参考事例①】 

 国土交通省による建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン 

 目的 

 働き方改革実行計画及び生産性向上に向けた取組の実施。 

 受発注者が相互に理解・協力し、取組むべき事項の明文化。 

 ガイドラインの内容 

 時間外労働の上限規制の適用に向けた基本的な考え方 

 請負契約の締結に係る基本原則として、受発注者の双方な立場を強調し

ている。 

 受注者側は、長時間労働を招くような、極端に短い工期とならないよう適

正な工期での請負契約を締結することが求められている。また、民間工事

において、工期設定の考え方等を受発注者が適切に共有されることが示

されている。 

 発注者は、施工条件等の明確化に努め、適正な工期での請負契約を締結す

ることが求められている。 

 受発注者は、工事実施前に円滑な情報共有を図り、役割分担を明確化する

よう求められている。 

 時間外労働の上限規制の適用に向けた取組 

 工期設定にあたって、建設工事従事者の週休二日等の確保、労務・資機材

等調達に必要な準備期間や施工終了後の後片付け期間の確保、降雨・降雪

等による作業不能日数の確保が求められる等、適正な工期設定・施工時期

の平準化を行うよう明示されている。 

施策８ 民間発注者も含めた工期設定の柔軟化に関する意識啓発 
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 社会保険の法定福利費や安全衛生経費を請負代金内訳書に明示すること

が求められている。 

 受発注者の連携を通じた、建設生産プロセス全体における生産性の向上

や、ICTの導入による施工の効率化が推進されている。 

 下請契約において、週休二日の確保による適正な工期設定が求められて

いる。 

 工事の特性等を踏まえた外部機関（CM企業等）を活用することが求めら

れている。 

 

【参考事例②】 

 近畿地方整備局による柔軟な（フレックス）工期を設定した工事の試行 

 目的 

 受注者側に施工時期の裁量を付与・施工時期の平準化を通じた、受注機会の

拡大 

 労働力、建設資機材の計画的準備を可能にすることによる円滑な工事施工の

実施 

 取組内容 

 入札手続き時発注者が工事開始日に一定のフレキシブル期間を設定。受注者

は契約までに設定された期間内で工事開始日を任意に設定出来る。 

 工事開始日まで、監理技術者等の配置は不要であり、更に、資材の工事現場

への搬入、仮設物の設置など一切の作業着手は不要とされる。 

 対象工事は、契約予定が年度末かつ工期が翌年度にまたがる工事としてい

る。更に、フレックス工期を導入することで工事等への進捗に影響を与えな

いことが考慮される。 

 平成 26年度より、和歌山港湾合同庁舎設備改修工事の営繕工事で試行され

ている。 
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【現状と課題】 

佐賀県では ICT 活用のモデル工事を行うなど、ICT を活用した建設の普及に向けた取組

を行っている。他方、現状では ICT を活用した土工事は、測量や施工部分での効率化は可

能なものの、作成したデータを再度紙におとすなどする作業が発生し、その効率化の効果を

十分に享受できていない。 

 

【施策の方向性】 

引き続き、ICT活用の普及促進に繋がるようなモデル工事を確保するとともに、最新の技

術動向について県が発注者としてキャッチアップを続ける。また、データ納品を認めるなど、

ICT活用による手続きの簡略化を発注者、受注者がともに享受できるような発注・納品方法

を検討する。更には佐賀県企業による独自技術の開発を目指し、県内建設業とそれ以外の業

種の企業との協業方策を検討する。 

また、ノウハウや財政的な問題で ICT を独自に導入できない建設企業には、そのノウハ

ウを外部リソースの活用によって対処することを推奨するといったことも考えられる。 

 

【参考事例①】 

 佐賀県国道 444号（有明海沿岸道路）工事における ICT活用モデル工事 

 目的 

 生産性向上と省力化の取組を進めるためモデル工事を行い、受発注者双方の

課題等を把握することを目的に実施した。 

 取組内容 

 有明海沿岸道路は、軟弱地盤の土地に立地しており、精度の高い工事が求めら

れる。レーザースキャナで計測された計測点群データを活用し、正確性の高い

工事を実施する。また、衛星からの位置情報で建機を操作することで、法面整

形などの作業を自動で行うことができる。 

 これまで人力で行っていた丁張り設置、検測等が不要となり、法面など危険な

場所での測量作業を減らすことが出来、安全面でも高い効果が得られている

とされる。 

 

基本目標３ 生産性向上に関して 

施策９ ICT の活用の更なる推進、活用に対応した発注・納品方法の検討 
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【参考事例②】 

 国土交通省 中部地方整備局による建設 ICT 導入普及研究会（技術普及チーム）の取

組 

 目的 

 産学官の協力により、建設 ICTの普及活動を展開 

 取組内容 

 建設 ICT総合サイトを開設し、建設 ICTに関するノウハウや各種セミナー・

イベント・見学会に関する情報掲載、メールマガジンの発行を通じた情報発信

活動を実施。 

 現場見学会では、発注者側、受注者側職員等を対象とし、実際に工事で用いら

れる機材を通じて最先端の ICTを体験出来る。 

 現場見学会を中部地方整備局管内で実施し、全県で現場技術交流会として開

催を継続している。 

 

図表 技術普及チームによる現場見学会の実績（平成 28 年度） 

 

出所）建設 ICT導入普及研究会技術普及チーム資料より取組作成 

 

 取組の効果 

 建設 ICT導入普及研究会の会員数は、平成 20年度の 210者から平成 28年度

末には 423者まで増加。 

 継続的な発信活動の結果、ホームページへのアクセス数は平成 28年度末に約

220 万件を記録。ICT 土工が全面展開された平成 28 年度は、平成 27 年度と

比較し、約 1.5倍増加した。 

 技術普及チームによる現場見学会には、平成 28年度までで合計 690名の参加

者を記録している。 

 

  

国職員 自治体職員 受注者等

平成27年6月2日 長野県飯田市
ICT建設機械（MGブルドーザ）
ＧＮＳＳ締め固め管理、ＴＳ出来形管理

60 18 6 36

平成27年11月26日 三重県鈴鹿市
ICT建設機械（MGバックホウ）
ＧＮＳＳ締め固め管理、ＴＳ出来形管理

50 10 6 34

平成27年12月2日 岐阜県坂祝町
ICT建設機械（MＣグレーダ）
ＧＮＳＳ締め固め管理、ＴＳ出来形管理

70 6 0 64

平成28年12月21日
静岡県富士宮市
（セミナー）

３次元起工測量、３D設計データ作成
ＩＣＴ建設機械による施工状況、３Ｄ出来形管理

150 31 19 100

平成29年1月24日 三重県尾鷲市
３次元起工測量、３D設計データ作成
ＩＣＴ建設機械による施工状況、３Ｄ出来形管理

115 13 13 89

平成29年1月26日 岐阜県海津市
３次元起工測量、３D設計データ作成
ＩＣＴ建設機械による施工状況、４Ｄ出来形管理

107 12 4 91

平成29年2月2日 愛知県西尾市
３次元起工測量、３D設計データ作成
ＩＣＴ建設機械による施工状況、５Ｄ出来形管理

138 17 6 115

690 107 54 529

内訳
参加人数説明内容開催場所開催時期



29 

 

 

 

 

【現状と課題】 

 土木工事の建設に係る各種手続きに関しては、依然として煩雑な手続きであり、その多く

に各種書類作成が要求される。ICTを活用して３次元データを取得しても、諸手続きの関係

上、それらのデータを２次元の書類に落とし込む必要があるといった問題も指摘されてい

る。また、実際にどれだけ使われるかわからない大量の写真を手続きの際に求められること

もあり、各種手続きに膨大な手間がかかっているのが現状である。 

 

【施策の方向性】 

 諸手続きに関しては、制度的に組み入れられたものであり、一朝一夕に変更することは出

来ないが、当面は、解釈による弾力的な運用といった措置も考えられる。例えば、３次元の

電子データがある場合には、それを２次元に再生可能なことを以ってして条件を満たすと

読み替えるといったことも検討に値する。また、建設企業自身が、運用の弾力性をどこまで

認められるかといったことに対し、知見を持っていなかったり、保守的に解釈していたりす

るといったこともあるので、行政から積極的に効率的な手続きの仕方について、アドバイス

を行うようにすることも必要である。 

 更には公共工事の発注主体である行政においても、必要最小限の書類作成のみを求める

ような制度の運用を心がけていく必要がある。 

 

【参考事例】 

 中部地方整備局と愛知県による工事書類標準化の取組 

 目的 

 書類削減によって建設工事の省力化を目的としている。 

 取組内容 

 国土交通省では、平成 27年度より、土木工事特記仕様書の総則部分にあたる

10項目を改訂し、作成書類の削減を推進している。 

 愛知県では、中部地方整備局と愛知県の発注する工事において、削減可能な書

類を抽出し、作成書類の削減に取組んでいる。 

 中部地方整備局発注工事の 74書類（標準 80）に対して標準化できる項目を分

類した。 

 工事着手前、施工中、工事完成時、工事完成後の各工程と独自書類に要する工

事書類・契約関係書類は、中部地方整備局では 74件存在していた。 

 中でも、「様式が同一で標準化が可能」又は「様式は異なるが標準化が容易」

であると考えられる工事書類・契約関係書類を再分類した。 

施策１０ 各種手続きに関する書類作成の省力化 
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 取組の成果 

 再分類の結果、中部地方整備局の工事で必要となる 26 件の書類（全体の約

35%）の書類が様式の統一化対象として検討されることとなった。また、削減

対象の書類として 25件（全体の約 34%）が抽出された。 
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【現状と課題】 

 建設業においては、中小建設企業が非常に多い。これら中小建設企業は、独自のノウハウ

を持っていたり、地域に安定した顧客を持っていることもあるが、その多くは、財務的体質

が弱く、十分な投資を行えず、保有するノウハウも大手建設企業に比較し、乏しかったりす

ることも少なくない。こうした建設企業は、これらの要因により公共工事の受注の条件を満

たしていない、あるいは規模を活かしたコスト競争力にも乏しいといった点より、ますます

不利な立場に追いこまれがちである。したがって、こうした建設企業が協業し、互いのノウ

ハウや人員を融通したり、共同で公共事業の受注を目指したりするといったことが望まれ

ている。 

 

【施策の方向性】 

 中小企業が保有するノウハウは、よほど特徴がないと地域や他社に知られていないこと

も多い。そこで、地域で中小の建設企業のノウハウや体制（技術者や技能者の数や実績等）

に関するデータベースを構築して、それを共有するといったことも考えられる。また、公共

工事等において、中小企業が協業して受注する場合に、簡便な手続きで実施できるように配

慮するといったことも将来的には検討し得る。 

  

施策１１ 中堅・中小企業の協業化の普及 
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【現状と課題】 

建設業就業者の賃金や就労環境向上のための大きな課題として工事発注量や施工量の繁

閑が挙げられる。佐賀県においても翌年度発注予定の事業を一部繰り上げて発注するなど、

発注時期の平準化に向けた取組を進めているものの、真に求められるのは施工時期の平準

化であることに留意する必要がある。また、県単独ではなく市町村も一体となった取組を行

うことで、より繁閑差の減少に繋がると考えられる。 

 

【施策の方向性】 

県単独による発注時期の平準化及び施工時期の平準化の取組の一層の推進を図る。また、

県と市町村の共同による発注時期の平準化及び施工時期の平準化の取組の実現に向けた検

討を行う。 

 このためには、建設工事の担当部局の取組のみならず、財務関係部署や企画関係部署とも

共同で、今後数年間で必要となる各種インフラ整備や建物整備の需要を取りまとめるとと

もに、その発注に向けた財務的裏づけの確保を計画的に実施していく必要がある。もちろん、

国からの補助等の決定によるものなどもあろうが、県や市町村が単独でコントロール可能

な範囲については、そのような計画的な発注計画の策定を将来的に実施できることが望ま

しい。 

更には、県は複数の市町村が共同で、互いの発注計画を共有することができれば、県と市

町村の発注の平準化も可能となる。また、施工時期の平準化も伴えば、地域建設業にとって

より繁閑差の減少（＝経営の持続性の向上）に資することができると考えられる。 

この際、本質的に重要な点は発注時期の平準化が、建設企業の施工時期や施工量の平準化

に資することである。そのために、施工時期に自由度を持たせるよう配慮すべきである。 

 

【参考事例①】 

 国土交通省による平準化の取組 

 目的 

 地域の担い手となる建設業者の経営効率化や公共工事の品質確保を図る上で、

公共工事発注の平準化が求められている。また、改正品確法でも工事完成時期

の集中を避ける目的として、施工時期等の平準化が必須であるとされている。 

 地方公共団体の他自治体における平準化の取組事例を参考にしたいというニ

ーズに呼応し、国土交通省は平準化の先進的な取組事例を収集した。 

 

 

施策１２ 県と市町村が一体となった発注時期及び施工時期の平準化 
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 取組内容 

 地方公共団体における取組事例（さ・し・す・せ・そ） 

 （さ）債務負担行為の活用 

 年度をまたぐ工事に限らず、工期が 12ヶ月未満の工事についても、工事

の施工時期の平準化を目的とし、債務負担行為を積極的に活用する。 

 （し）柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用） 

 工期設定や施工時期の選択を一層柔軟にし、計画的な発注による工事の

平準化や効率的で円滑な施工時期の選択を可能とするため、発注者指定

の期間内で任意着手方式を活用する。 

 （す）速やかな繰越手続 

 計画や設計に関する諸条件、気象や用地の関係、補償処理の困難、資材の

入手難等の理由で基本計画を見直す必要性が生じた場合、速やかに繰越

手続を開始する。 

 （せ）積算の前倒し 

 発注前年度のうちに設計・積算を完了させ、発注年度始めから迅速に発注

を実施する。 

 （そ）早期執行のための目標設定（執行率等の設定、発注見通しの公表） 

 一定期間に工期末が集中しないよう、早期発注等の計画的発注を実施す

る。 

 

 活用事例 

 債務負担行為の活用 

 栃木県では、端境期における中小企業の受注機会の確保及び年間事業量

の平準化を図るため、債務負担行為（ゼロ県債）を活用している。 

 岐阜県では、出水期などの制約から事業実施が年度後半に集中する傾向

があるため、平準化を図るため工事発注のほか調査設計業務についても

債務負担行為（ゼロ県債）を活用している。 

 柔軟な工期の設定 

 長野県では、落札者の決定の日の翌日から一定期間内に受注者が工事着

手日を選択できる「工事着手日選択可能期間」を定めることとしている。 

 また、長野県ではあらかじめ当該工事の落札者の決定の日の翌日から工

事着手指定日の前日までの間を「猶予期間」として定めることで、計画的

な発注を行い工事の平準化を図っている。 
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 速やかな繰越手続 

 佐賀県では、適正な工期を確保した発注をするため、当該年度で完成しな

いことが明らかな工事については、9月議会から繰越手続に係る審議を行

っている。 

 群馬県では早期に年度内に完成しないことが明らかになった工事につい

ては、第 3四半期から繰越手続を開始している。 

 積算の前倒し 

 埼玉県では、予算が配分された後、工事発注手続が速やかに開始できるよ

う、発注前年度内で積算を完了させる方式を採用している。積算の前倒し

を行うことで、次年度の工事期間を長く取ることができる。 

 発注見通しの公表 

 滋賀県では、年度目標の達成を目指し、年度中において進捗状況を確認し、

モニタリングを行っている。また、達成に向けた今後の展開についても把

握することで着実な目標達成を図っている。 

 早期執行のための目標設定（執行率等の設定、発注見通しの公表） 

 

【参考事例②】 

 東北地方における地方公共団体の発注見通し統合版の公表 

 目的 

 技術者・技能者の配置等を行いやすい環境を整備し、人材活用の効率化を目的

としている。 

 取組内容 

 平成 25 年 11 月より、東北地方整備局や東北農政局等の国の機関・県・市等

の地方公共団体は建設業者が発注見通しを把握できるよう、発注見通しを統

合して地区ごとに発表することとしている。 

 発注見通しは、発注時期、予定工期、工種、事業規模、施工場所を指す。 
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【現状と課題】 

建設業は職種の専門分化が進んでいるため、工事現場において個々人の作業が細分化し、

その結果、待機時間等が多く発生することがある。この課題に、特に建築系の職種において

は多能工化を促進することで、工種の入れ換えがないことによる人材の有効活用や、一連の

工事で同一の技能者を配置できることによる品質向上や生産性向上が見込まれるが、現状

ではあまり多能工化が進んでいない。 

 

【施策の方向性】 

多能工の育成に向けた事例研究、セミナーの開催や多能工の育成にチャレンジする企業

への育成費用の補助制度の創出が望まれる。また多能工が活躍しやすいような工程管理を

行うあるいは多能工を活用するモデル工事を行うといった、多能工の活用がスムーズに行

えるような環境整備も望まれる。 

 

【参考事例】 

 富士教育訓練センターにおける多能工コース 

 目的 

 建設産業におけるビジネスモデル変化への対応促進 

 元請企業側と一体となった作業集約化や技術革新の実現 

 取組内容 

 富士教育訓練センターでは、以下のコースを展開している。 

 土木基礎多能工：土木工事に関わる技能者を対象に、受講生は鉄筋・型枠・

仮設の施工方法を習得する。なお、受講生は関連作業の資格（玉掛け技能

講習、高所作業車運転技能講習、携帯用丸鋸盤作業等）を取得する。 

 躯体多能工（鉄筋施工）：型枠技能者に対して他の業種を修得させ、多能

工化を促進している。また、鉄筋技能者に対しては、他の業種を習得させ

多能工化を図る。受講生に対して、建築工事の概要、工具類の取扱い、鉄

筋工事の施工法及び安全作業法について基本的な技術を修得させる。 

 建築基礎多能工：建築工事に携わる技能者を対象に、受講生はとび施工、

仮設施工、鉄筋施工、鉄骨施工、鋼製下地施工、ボード貼り施工等を習得

する。更に、受講生は関連作業の資格（玉掛け技技能講習、小型移動式ク

レーン運転技能講習、高所作業車運転技能講習、足場の組立、携帯用丸鋸

盤作業等）を取得し、安全作業・作業間調整を行い、多業種との連携が出

来る多能工の育成を図っている。 

施策１３ 多能工化の促進 



36 

 

 

 

 

【現状と課題】 

 明治維新以降、高度成長期を経て現在に至るまで、わが国の建設産業は、新たなインフラ

や建造物を新設することを中心とした技術開発やビジネスモデルを展開してきた。しかし

ながら、人口が減少し新規建設需要が中長期的には鈍化する一方で、平成に入って３０年が

すでに経過し、昭和時代以前に作られた各種インフラや建築物の維持管理や長寿命化とい

ったことが大きな課題としてクローズアップされている。こうした背景化において、建設産

業においては、従来のビジネスモデルやノウハウだけでは、必ずしも生き残ることが出来な

くなってきているのが現状である。 

 

【施策の方向性】 

 今後、インフラの維持管理はセンサー技術等、ICTの活用が必須である。しかしながら、

こうした技術の導入は能力面でも資金面でもとりわけ中小企業にとっては導入のハードル

が高い。そこで、こうした技術の習得に関する研修を業界団体で行ったり、ドローン等を有

する企業のデータベースを作成し、業界で共有したりするといったことが有効と思われる。 

 

【参考事例】 

 横浜市における持続可能な都市インフラの構築 

 目的 

 公共所有施設の建替・大規模改修に対する需要増加への対応及び都市基盤施

設における老朽化対策の実施。 

 取組内容 

 老朽化が進行している都市基盤（道路、橋梁、下水、港湾施設等）について、

施設情報の電子データ化を推進。 

 施設毎のデータベース構築・改修を推進。 

 点検・補修履歴等のデータベースへの反映を推進。 

 データベースを活用した情報共有（地下インフラプロジェクトなど）を実施。 

  

施策１４ 建設産業の質的転換（新設から維持・更新へ）の対応 
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【現状と課題】 

佐賀県、県内市町村では県内建設業と災害発生時の協定を締結している。一方で建設企業

数の減少が見込まれる地域や、災害発生時に孤立する恐れのある地域では、有事に協定が機

能するかを注視する必要がある。 

 

【施策の方向性】 

県内の災害発生の危険性の高いエリアにおける地域の建設企業の初動体制を確認する必

要がある。佐賀の場合は、水田面積が多く、台風や大雨時の洪水・冠水が具体的な災害とし

て想定されるが、こうした災害時における被災とその後の復旧シナリオについて、行政と情

報を共有し、それぞれのシナリオにおいて、具体的に県内建設企業がどのような体制整備を

行い対応するのかといったことについて、協議会等の仕組みを通じてシミュレーションを

行うことが望ましい。この措置により、どの地域でどれだけの復旧能力があるのかというこ

とが明らかになり、地域においてどの程度の建設業が必要なのか、また現状どの程度の過不

足があるのかということが明らかになり、今後の地域建設産業のあり方に関する議論が進

むことになると思われる。 

また、災害対応のためには資機材やそれを調達するための資金も必要となる。迅速な対応

が求められる災害対応においてこれらをどのように調達するのかという点も事前に取り決

めておくことが求められる。 

 

【参考事例①】 

 平成 28年 7月 一般社団法人佐賀県建設業協会と佐賀県の家畜伝染病発生時における

防疫協定締結 

 目的 

 家畜伝染病発生時における県が実施する緊急防疫対策に係る業務への協力を

目的としている。 

 取組内容 

 一般社団法人佐賀県建設業協会では、埋却作業並びに消毒ポイントの設置及

び車両の消毒作業を行うこととしている。 

  

基本目標４ 地域建設産業としての意義・役割の強化 

施策１５ 防災対策の更なる強化 
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 平成 29年 2月の鳥インフルエンザ発生時における建設業者動員数は、埋却作

業 165名、消毒作業 2,057名となっている。 

 取組の効果 

 2月の厳しい寒さの中、殺処分された鶏や廃棄卵を埋却する用地掘削と埋戻し

は最も困難な作業であったが、県および佐賀県建設業協会等は、国の指針で定

められた 72時間以内での埋却処分を完了した。 

 周辺の主要幹線線道路 16箇所及び発生農業周辺 2箇所に設置された消毒ポイ

ントで、養鶏関係車両及び一般車両の消毒を実施した。 

 

【参考事例②】 

 宮城県における建設業者との防災協定 

 目的 

 地域コミュニティに根付き、災害時の対応策として避難・支援拠点を設置する

ことを目的としている。 

 取組内容 

 宮城県加美郡色麻町は、建設企業 C（建築工事企業）と防災協定を締結し、同

社の工場を災害発生時の避難所として活用を図っている。 

 工場施設内には、約 250人が寝泊まりできるスペースを確保するとともに、7

日間の防災備蓄を確保している。 

 同社は地域組織や住民と連携し、防災訓練を定期的に開催している。更に、町

の防災協議会に参加し、地域全体の被災者支援拠点として活動できる体制を

構築している。 
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【現状と課題】 

県内市町村ではまだ各市町村内に一定数の建設企業が存在するが、今後の人口減少によ

り、地域のインフラの担い手が存在しないエリアが出てくる可能性がある。 

 

【施策の方向性】 

佐賀県では短時間に広域的な作業を行う雪氷対策において地域 JVを実施しているが、建

設企業の減少など状況の変化に応じ、地域 JV の拡大や複数年契約など、地域の担い手に配

慮した発注制度の導入が望まれる。具体的には、過疎地域で活躍する建設企業に対して、何

らかの資格等を付与し、それを満たした建設企業に加点等の優遇措置を与えるといったこ

とが考えられる。ニーズや必要に応じて地域 JVの結成支援といったことも考えられる。 

 

【参考事例①】 

 北海道大空町の地元建設企業との複数年契約 

 目的：地域における効率的かつ継続的な公共施設の維持管理を目的としている。 

 取組内容：取組内容と取組による効果は以下のとおり。 

 

図表 大空町の指定管理者制度の概要 

項目 内容 

業務対象 

大空町管理の道路橋梁及び河川 

町道延長 637.4km（平成 24 年 3 月現在） 

河川は、町が維持管理する準用・普通河川 

業務内容 

・町管理の道路・橋梁・河川の日常的な維持管理のほぼ全て 

（行政判断・行政権の公使を伴う業務を除く） 

・グレーダーによる路面整正、草刈り，路面清掃、舗装・法面補修 

除雪、河川のモニタリング等 

・仕様発注 

契約期間 平成 28 年度～平成 30 年度の 3 ヵ年 

導入経緯 
・平成 22 年度より、行政改革のため導入 

・従前は単年度・分離発注 

導入効果 
・自治体の業務合理化や人件費削減 

・民間企業として、計画的な設備投資や人材確保 

出所）国土交通省、大空町発表資料元に取組作成 

 

施策１６ 地域の担い手確保を促進する発注制度の導入 
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【参考事例②】 

 三重県桑名市の取組 

 目的 

 桑名市における下水道未普及地域の早期解消と、老朽化した下水道の一部

維持管理。 

 取組内容 

 桑名市は、日本下水道事業団（JS）に下水処理施設の整備を委託。 

 面整備を 10 年間の複数年契約で受注し、桑名市内の約 355ha の地区の重

点的に整備。2015年時点の下水道普及率 74.7％を 2026年度に 90%に引き

上げることを目標としている。 

 JSは、桑名市との複数年契約のもと、地域建設企業に対して継続的な業務

発注を実施している。  
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【現状と課題】 

 佐賀県は、隣県の福岡県の建設企業との競争がある上に、軟弱地盤が多いなど、建設産業

にとって様々な課題がある地域である。このような地域性を踏まえ、地域建設産業の振興を

図るための関連主体の連携を推進する組織として、平成 28年度に「佐賀県建設産業産・学・

官連絡会議」を設置している。特に、建設産業における将来の担い手の育成を促進するため、

佐賀県内の産・学・官の取組状況等に関して情報共有し、横断的な取り組みを図るものであ

る。 

 

【施策の方向性】 

佐賀県内建設産業における将来の担い手の育成を促進するため設置している、「佐賀県建

設産業産・学・官連絡会議」の活性化、さらなる発展を行政機関のリーダーシップの強化に

より図り、関係主体間の情報共有に加え、担い手確保以外の課題にも対応する、あるいは、

担い手確保についても、より具体的かつ横断的な取組へと発展させていくことが必要と考

えられる。すなわち、地域建設産業の各種課題に対応し、振興を図るため、関係者主体が協

働できる統一的な推進主体としてプラットフォームを構成することが求められる。 

特に、佐賀県内でも地域毎に建設産業の状況や地域の建設企業の課題は異なっていると

考えられる。そのため、各地域単位でプラットフォーム、あるいは佐賀県の地域建設産業の

個別の課題（担い手確保、働き方改革、生産性向上等）に対応するためのタスクフォースを

構成し、建設産業の振興に向けた方策を推進してくことも必要と考えられる。 

 

【参考事例①】 

 佐賀県建設産業産・学・官連絡会議の取組 

 目的 

 建設産業における将来の担い手の育成を促進するため、佐賀県内の産・学・官

の取り組み状況等を共有し、横断的な取り組みを行うことを目的としている。 

 取組内容 

（参加機関） 

 国関係    国土交通省 佐賀国道事務所、武雄河川事務所 

 県関係    佐賀県建設・技術課 

 建設産業関係 一般社団法人佐賀県建設業協会、佐賀県県土づくりコンサル 

基本目標５ 佐賀県建設産業プラットフォーム（仮称）の設置 

施策１７ 佐賀県建設産業プラットフォーム（仮称）の設置 



42 

 

       タンツ協会 

 大学関係   佐賀大学 

 高等学校関係 江南学園北稜高等学校（土木科）、佐賀県立鳥栖工業高等学校

（土木科）、佐賀県立高志館高等学校（環境緑地科）、佐賀県立伊万里農林高等

学校（森林工学科）、佐賀県立佐賀農業高等学校（環境工学科）、佐賀県立唐津

工業高等学校（土木科） 

（内容） 

 佐賀県内の大学、高校の土木系の学生、生徒に対する下記に関する情報の共有

及び各種活動を行っている。出前講座（座学、現場見学等）、インターンシッ

プ、建設産業ＰＲ、その他担い手育成に関する取り組み。 

 平成 28 年度は、2 回にわたり、現場見学会、インターンシップ、新技術等の

情報教官を行った他、7 月から 8 月にかけて学校関係者の現場見学会の実施、

高校生等の現場見学会の候補地に関する情報を教育関係機関に対し提供した。 

 

【参考事例②】 

 一般社団法人 佐賀県建設業協会による佐賀県建設産業担い手確保・育成ネットワー

ク協議会の取組 

 目的 

 佐賀県における建設産業が持続的に発展するために、将来を担う技能者や技

術者を確保・育成するためのあり方を検討することを目的としている 

 取組内容 

 建設産業の担い手を確保・育成するためのあり方を検討し、担い手確保・育成

のための具体的な取組を検討する。 

 佐賀県建設産業担い手確保・育成ネットワーク協議会では、産官学による連携

を重視している。「産」からは佐賀県建設業協会、建設産業団体連合会、を中

心とした建設業関連団体、「官」からは佐賀労働局、武雄河川事務所等からの

行政、「学」からは佐賀大学や県立産業技術学院、高等学校教育委員会を中心

とした教育機関が含まれている。 

 ネットワーク協議会では、大きく「賃金に関する検討」と「誇り（夢）が持て

る建設業にするには」という 2 つの議題が主に議論されている。賃金に関す

る検討では、主に技能工に焦点を当てた賃金上昇の取組が検討されている。ま

た、建設業に対する誇り・夢を持つための取組として、佐賀県建設業協会は親

子防災体験教室、建物見学会、広報、幼稚園・保育園の砂場の砂の入れ替え等

社会貢献活動を通じて喚起している。また、実業高校や大学といった教育機関

と地元企業が連携を図り、先輩の学校訪問や、企業インターンシップに取組ん

でいる。 
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佐賀県および県内建設産業の現状の整理 

 

１ 基礎情報   

１．１ 人口動向 

（１）県内人口動向 

近年の佐賀県の人口は、1995年の 88万人をピークに 2015年には 83 万人まで減少

し、20年間で約 5万人の減少となっている。 

とりわけ近年の減少率は拡大する状況にある。直近の 2010年と 2015年の間では減少

幅 2.0％、約 1.7万人の減少となった。全国の人口の減少状況に比較すると、より早期

から減少が始まり、かつその減少率も高い傾向がうかがえる。 

 

図表 1-1-1 県内人口の推移 

 

 

出所）総務省統計局「国勢調査」より作成 
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（２）県内人口見通し 

先述したとおり、近年の佐賀県の人口は、1995（平成７）年の 88.4万人をピークに

減少に転じており、国立社会保障・人口問題研究所推計値（平成 25年 3月公表）によ

ると、2040年には 68万人まで減少すると見込まれている。 

年齢３区分別人口を見ると、2010年から 2040年にかけて、年少人口（14歳以下）は

人口構成比ベースで 14%から 12%へ減少し、生産年齢人口（15～64歳）は同 61%から

53%へ減少している。他方、老年人口（65歳以上）は同 25%から 36%に上昇すると見

込まれている。 

 

図表 1-1-2 県内総人口・年齢３区分人口比率の推移 

   

（ 単 位 ： 万 人 、 ％ ）

 

出所）総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」より作成 

注）総人口及び年齢３区分人口比率は、四捨五入している。また、表示上、合計が 100%にならない場合がある 
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（３）県内地域別の人口動向 

地域別の分析にあたっては、2016年 12月 26日に佐賀県産業労働部産業企画課が

公表した「佐賀県の商工業」の地域区分を参考とした。 

 

図表 1-1-3 県内の地域区分 

 

 

 

出所）佐賀県産業労働部産業企画課「佐賀県の商工業」（2016 年 12 月 26 日公表）より作成  
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地域別に 2010年から 2015年までの 15歳以上人口の動向、および 2015年時点の平均

年齢をみると、東部では 15 歳人口が増加しており、かつ平均年齢も低く、北部、南部

において人口減少、高齢化が進んでいる状況となっている。 

県全体では、2015の平均年齢は 53.2歳で、2010年から 2015年の間に 1.2歳上昇して

おり、全国と比べて相対的に平均年齢は高いものの、高齢化の進展は緩やかな傾向とな

っている。 

人口増減率と平均年齢から全国平均より高齢化の進展が少ないのは東部のみである。

他の地域はいずれも全国平均より人口減少が進行しており、特に北部や南部は著しい。 

 

図表 1-1-4 地域別の人口（15歳以上）の変化 

 

（単位：人、％、歳）

 

出所）総務省統計局「国勢調査」より作成 
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全国 110,277,485 109,754,177 ▲ 523,308 ▲ 0.5% 50.7 52.0 1.4
佐賀県全体 723,302 712,354 ▲ 10,948 ▲ 1.5% 52.1 53.2 1.2
中部 286,574 284,135 ▲ 2,439 ▲ 0.9% 51.5 52.8 1.3
東部 116,816 119,419 2,603 2.2% 50.6 52.2 1.6
北部 113,607 109,955 ▲ 3,652 ▲ 3.2% 53.0 54.3 1.2
西部 66,552 64,409 ▲ 2,143 ▲ 3.2% 51.0 52.4 1.4
南部 139,753 134,436 ▲ 5,317 ▲ 3.8% 53.7 55.0 1.3
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（４）県内地域別の人口見通し 

2010年から 40年までの 15歳以上人口について佐賀県平均と全国平均を比較する

と、人口増減率は、全国平均の▲13.2％に対し佐賀県平均は▲17.2％となっており、全

国よりも約 4％ポイント低い見通しとなっている。 

また佐賀県を地域別に分けて推移を見ると、東部地域では域内人口の約過半を占める

鳥栖市が 2010年から 2040年にかけて 5.8→6.4万人、11.3％の人口増と予測されている

ことから、全国平均と比較して 2010-40年の人口増減率が約 10％ポイント高く、且つ、

2040年の平均年齢が 3.5歳低い位置にプロットされている。 

東部を除く地域では、全国平均よりも 2010-40年の人口増減率が低く、且つ、2040年

の平均年齢が高い、東部とは対照的な位置にプロットされており、特に南部においてそ

の傾向が顕著となっている。 
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図表 1-1-5 地域別の 15歳以上人口推移 

 

（単位：万人、％、歳） 

 

出所）国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」より作成 

注）人口、年齢ともに 15 歳以上を分析対象としている  
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１．２ 産業動向  

（１）県内総生産  

佐賀県の県内総生産は、ほぼ横ばい傾向となっている。近年は 2008年のリーマンシ

ョックによる落ち込みから回復傾向にある。 

 

図表 1-2-1 県内総生産の推移 

 

（単位：10 億円、兆円、％） 

 

出所）内閣府「国民経済計算確報」、「県民経済計算」より作成 
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（２）県内産業構造  

平成 23年を基準とした産業連関表に基づいて、佐賀県の各産業の特化係数を示すと

下図のとおりである。農林漁業、製造業が盛んである。複合サービス事業は郵便局や信

用組合、保険などである。農林漁業が盛んなことを踏まえると農協等の影響によるもの

と推察される。 

建設業の特化係数は 1.2であり、全国に比べて県内産業に占める建設産業の比率が高

い、すなわち県内において重要な産業であるということを意味している。 

 

図表 1-2-2 佐賀県の産業構造（付加価値額による特化係数） 

 

出所）総務省「経済センサス活動調査」より作成 
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１．３ 建設生産額  

（１）国内建設生産額の推移  

内閣府が発表している国民経済計算の経済活動別国内総生産（暦年・名目）により、

建設生産額の推移をみると、平成 22年まで一貫して減少傾向にあり、平成 9年までは

40兆円台であったが、平成 22年には 26兆円となり最低となっている。平成 23年から

は増加に転じ、平成 26年には 30兆円まで回復している。 

 

図表 1-3-1 国内総生産と建設生産額の推移  

 

 

（単位：兆円） 

 

出所）内閣府「国民経済計算」より作成 
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専門・科学技術、業務支援サービス業 24.1 24.7 26.3 27.5 28.5 28.0 30.3 30.6 30.3 30.7 31.4 33.4 35.2 37.3 38.7 35.9 34.9 35.7 35.5 36.5 37.1 38.6
公務 24.0 24.8 25.5 26.4 26.8 26.7 27.3 27.4 27.5 27.3 27.2 26.9 27.1 27.4 27.6 26.9 26.3 26.4 26.0 25.8 26.4 26.6
教育 17.9 18.4 18.8 19.1 19.2 19.1 19.0 19.0 19.1 18.8 18.6 18.6 18.8 18.8 18.8 18.5 18.2 18.5 18.5 18.4 18.9 19.1
保健衛生・社会事業 20.9 22.3 23.7 24.8 25.7 26.4 27.9 28.6 28.1 28.2 28.2 28.9 29.1 29.6 29.7 30.8 32.0 32.5 34.1 34.8 34.5 36.1
その他のサービス 27.1 26.6 26.6 26.8 26.8 26.4 27.4 25.9 26.2 26.2 26.1 25.7 25.7 25.8 24.9 23.6 23.5 22.9 23.1 22.9 23.2 23.3
国内総生産 501.5 512.5 525.8 534.1 527.9 519.7 526.7 523.0 516.0 515.4 521.0 524.1 526.9 531.7 520.7 489.5 500.4 491.4 495.0 503.2 513.7 530.5
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（２）県内建設生産額の推移  

佐賀県が発表している県民経済計算の経済活動別県内総生産（名目）により、建設生

産額の推移をみると、2012年度まで一貫して減少傾向にあったが、2013年、2014年は

回復傾向にある。 

 

図表 1-3-3 県内総生産と建設生産額の推移  

 

（単位：兆円） 

 

出所）内閣府「県民経済計算」より作成 
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2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
建設業 0.22 0.21 0.20 0.21 0.20 0.20 0.19 0.20 0.18 0.18 0.18 0.16 0.21 0.19
農林水産業 0.10 0.09 0.10 0.09 0.09 0.08 0.08 0.08 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07
鉱業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
製造業 0.54 0.49 0.52 0.54 0.56 0.59 0.67 0.59 0.44 0.54 0.52 0.53 0.54 0.58
電気・ガス・水道業 0.17 0.17 0.18 0.18 0.16 0.14 0.15 0.15 0.14 0.14 0.06 0.03 0.04 0.04
卸売・小売業 0.28 0.28 0.27 0.28 0.27 0.26 0.24 0.23 0.25 0.24 0.23 0.23 0.23 0.23
金融・保険業 0.14 0.15 0.15 0.14 0.15 0.14 0.15 0.12 0.12 0.12 0.12 0.11 0.10 0.11
不動産業 0.26 0.26 0.27 0.27 0.28 0.29 0.30 0.30 0.31 0.32 0.33 0.33 0.34 0.34
運輸業 0.12 0.13 0.13 0.13 0.14 0.14 0.14 0.14 0.12 0.14 0.13 0.13 0.12 0.12
情報通信業 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.09 0.09 0.09 0.09 0.09 0.09 0.09 0.09
サービス業 0.51 0.50 0.50 0.50 0.49 0.50 0.51 0.51 0.51 0.51 0.51 0.51 0.51 0.51
政府サービス生産者 0.36 0.36 0.35 0.36 0.35 0.35 0.35 0.34 0.34 0.34 0.34 0.34 0.33 0.34
対家計民間非営利サービス生産者 0.06 0.07 0.06 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.08 0.08 0.08 0.08 0.08
県内総生産 2.88 2.83 2.85 2.87 2.87 2.87 2.97 2.84 2.66 2.78 2.69 2.64 2.69 2.74
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２ 建設投資額  

２．１ 建設投資額の推移  

 

県内の 1990年度から 2016度までの各項目における建設投資は、1994 年度の 7,030億

円をピークに減少し、東日本大震災後の 2012 年度には 3,011億円と半分以下になって

いる。政府建設投資の拡充による公共土木の増加、景気の回復等により近年は若干持ち

直しており、2016年度には 3,255億円になっている。 

 

建設投資の各項目について見ると、景気との連動性が特に高い民間非住宅建築は、

1990年度から 1993年度にかけては比較的高い水準で推移したが、2009年度には 296億

円と 1992度 1,513億円 5分の 1程度までに減少した。その後は回復し、2016年度には

623億円となったが、それでも最盛期の半分以下である。民間土木はピークが 1991年

度の 579億円であり、東日本大震災が合った 2011年度には 108億円まで減少したもの

の、その後回復し、2016年度では 346億円となっている。民間住宅は、1996年度に

1,691億円でピークとなったが、その後は長期減少傾向にあり、直近の 2016年度に 825

億円とピーク時に比較し半減している。 

一方、政府建設投資であるが、公共非住宅建築は 1995年度に 507億円、公共住宅は

1996年度に 92億円、公共土木は 1995年度に 3,590億円とそれぞれピークを迎えた。し

かしながら、公共住宅においては 2009、2012 年度がピーク時の 10分の 1以下の 6億円

で底となった。2008 年度に公共非住宅建築がピーク時の 5分の 1である約 106億円、

2012年度に公共土木がピーク時の半分以下 1,360億円で底となった。 
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図表 2-1-2 県内建設投資額の推移 

 

（単位：10 億円） 

 

出所）国土交通省「建設総合統計」より作成 
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平成 28年の県内建設投資額の内訳をみると、民間と公共がほぼ半々となっている。

公共投資については、都道府県と市町村がほぼ同程度で、全体の 15％ずつを占めてい

る。 

 

図表 2-1-3 県内建設投資額の内訳（平成 28年） 
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２．２ 公共投資額の推移  

 

建設投資のうち、公共投資の推移をみると、国内と県内の公共投資額の推移を比較し

た場合、佐賀県のほうが増減の振幅度合いが大きいが、概ね同一の傾向となっている。 

 

図表 2-2-1 国内と県内の公共投資額推移 

 

（単位：兆円） 

 

出所）国土交通省「建設総合統計」より作成 
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３ 建設企業数  

３．１ 建設業許可業者数の推移  

建設業許可業者数の推移は、次のとおりである。全国と佐賀県を比較すると、2002

年から 2017年の減少率が、全国が－18％であったのに対して、佐賀県では－22％と減

少率が大きい。 

図表 3-1-1 国内建設業許可業者数の推移 
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図表 3-1-2 佐賀県建設業許可業者数の推移 

 

出所）国土交通省「建設業許可業者数調査の結果について」  

注）各年 3月末現在 また時系列スケールが異なる点に留意 
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３．２ 国内組織形態・資本金階層別許可業者数  

（１）国内組織形態・資本金階層別許可業者数の長期推移  

建設業許可業者数の全国動向は下記のとおりである。個人の許可業者数の減少が目立

つ状況である。 

 

図表 3-2-1 国内組織形態・資本金階層別許可業者数の推移 

 

出所）国土交通省「建設業許可業者数調査の結果について」より作成 
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（２）国内・県内資本金階層別の建設業許可業者数の比較  

全国・佐賀県内の建設業許可業者数を、組織形態別（個人・法人の別、資本金階層の

別）にグラフに示すと、下図のとおりである。 

図表 3-2-2 国内組織形態・資本金階層別許可業者数の推移 

 

 

図表 3-2-3 県内組織形態・資本金階層別許可業者数の推移 

 

出所）国土交通省「建設工事施工統計調査」より作成 
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図表 3-2-4 資本金階層ごと許可業者数構成 

 

出所）国土交通省「建設工事施工統計調査」より作成 

 

佐賀県内の建設産業において、個人の許可業者が占める比率は 30.2％と、全国の

14.2％に比べて高くなっている。 

法人においては資本金階級別の比率は全国と同様の傾向であり、1,000 万円以上 5,000

万円未満の中堅クラス規模の建設企業の比率が最も高い。 

全体としては個人の占める割合が高くなっており、組織体ではないために発生する各

種課題（一人親方問題や教育研修機会の少なさ）が想定される。 
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４ 建設産業従業者数  

４．１ 従業者数概括  

（１）長期的な推移  

国勢調査によると、県内における従業者総数は、1995年の 44.3万人をピークに減少

傾向にある。2015年においては 41.0万人まで減少している。 

建設業従業者数も 1995年の 5.1万人をピークに減少し、2015年には 3.4万人前年度

同様最少となった。2000年以来、建設業従業者数の減少ペースは、従業者数全体の減

少ペースに比して急激である。 

 

図表 4-1-1 県内建設業の就業者数推移 

 

出所）総務省統計局「国勢調査」より作成 
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全国と佐賀県の建設業従業者数の推移を比較すると、ほぼ同様の減少ペースとなって

いる。 

 

図表 4-1-2 国内・県内建設業の就業者数指数比較（平成 1995 年:100） 

 

出所）総務省統計局「国勢調査」より作成 
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（２）他産業の従業者数との比較  

総務省人口推計において、県内における従業者数の全体と、建設業を含む各産業の従

業者数の推移を比較する。近年の県内における従業者総数は、一貫して減少傾向にあ

る。  

 

図表 4-1-3 県内産業の就業者数推移 

 

出所）佐賀県「県民経済計算」より作成 

注）二重雇用分を含んだ人数であるため、国勢調査の人数とは一致しない 
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佐賀県内従業者数に占める建設業の従業者数の比率は、減少傾向にある。2001年に

は従業者数全体の 10.1％であったものが、2014年には 7.8％となっている。  

 

図表 4-1-4 県内産業の就業者数比率推移 

 

出所）佐賀県「県民経済計算」より作成 
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４．２ 建設作業従事者  

（１）建設・採掘従事者の増減および年齢構成変化  

国内建設・採掘従事者（大分類・全産業）は、平成 22年から平成 27年にかけて、

268万人から 259 万人へ減少している。減少している年代は、25歳から 39歳、50歳か

ら 64歳である。増加している年代は、15～24歳、40～49歳、65歳以上である。 

 

図表 4-2-1 国内建設・採掘従事者数の年齢構成変化（2010 年～2015 年） 

 

（単位：千人） 

 

出所）総務省統計局「国勢調査」より作成 

 

建設・採掘従事者数について、平成 22年から 27年までの直近 5年間について、生年

による世代ごとの従業者数変化を見ると、1976年生まれ以下の世代は全て増加してい

る。それ以上の世代は全て減少しており、およそ 30歳代中盤までは、未経験者の新た

な入職があるといえる。 
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図表 4-2-2 国内建設・採掘従事者数の世代ごと増減（2010 年～2015 年） 

 

 

出所）総務省統計局「国勢調査」より作成 
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佐賀県内の建設・採掘従事者数は、55歳～64歳までの比率が全国に比べて高くなっ

ている。一方で 40～49歳以下の比率は低い。全国に比べて今後の主力となる層の比率

が低下していており、今後 10年程度の時間経過による従事者数の減少が著しいと想定

される。 

図表 4-2-3 県内の建設・採掘従事者の年齢構成（2010 年） 

 

出所）総務省統計局「国勢調査」より作成  
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（２）建設・採掘従事者の従業上の地位  

2015年国勢調査によると、佐賀県内の建設・採掘従事者における非正規従業者比率

は、60代以上の高齢者に関しては、おおむね国内平均を上回っている。県内において

は建設・採掘従事者の非正規率が高いといえる。 

 

図表 4-2-4 県内の建設・採掘従事者の非正規就業者比率（2015 年） 

 

出所）総務省統計局「国勢調査」より作成 
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一方、佐賀県内の建設・採掘従事者における業主・家族従業者の比率は、おおむね高

齢者国内平均を上回り、若年層は下まわっている。 

 

図表 4-2-5 国内・県内の建設・採掘従事者の業主・家族従業者比率（2015 年） 

 

出所）総務省統計局「国勢調査」より作成 
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５ 佐賀県内の技能労働者数の推計 

５．１ コーホート法による 10 年後の建設技能労働者数 

建設技能労働者の 2025年までの推移について、国土交通省「技能労働者の推計・担

い手確保等施策の目標・目安の考え方」（2016 年 6月 22日版）に基づき、若年層、中

堅層、高齢層それぞれを以下の考え方で推計した。 

なお、コーホート法とは過去の入職率や退職率を参照した推計手法であるため、これ

までの実績に基づく推計であり一定の信頼性を有する一方で、今後の担い手確保の取組

による入職率の上昇等の効果を見込んだものではないことに注意が必要である。 

若年層 新規入職者の多い「15～19歳」「20～24歳」の年齢区分について、2015

年度における同年齢区分の人口と建設技能労働者数の割合を求め、こ

の割合を国立社会保障・人口問題研究所の推計人口に乗じて推計 

中堅層・高齢層 近年における建設市場規模の 

・上昇局面（2010年から 2015年にかけての直近 5ヵ年） 

・下降局面（2005年から 2010年にかけての 5～10ヵ年前） 

・両者の中位 

それぞれについてコーホート変化率を設定し推計 

 

推計結果をみると、供給側の建設技能労働者数は、2015年度の 2.1 万人から 2025年

度には 1.3～2.0万人となり、約 900～7,400人の範囲で減少する見込みとなっている。 

図表 5-1-1 コーホート法による建設技能労働者数の推計＜供給側＞ 

 

出所）総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」より作成  
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５．２ 10 年後の建設市場規模を踏まえた建設技能労働者数 

建設市場規模の見通しについては、国土交通省「技能労働者の推計・担い手確保等施

策の目標・目安の考え方」（2016年 6月 22 日版）に基づき、以下の２ケースを設定

し、建設技能労働者 1人あたりの建設投資建設市場規模を「1,504万円/人5」で一定と置

いて、2025年度に必要とされる建設技能労働者を推計した。 

なお、両ケースとも既存の経済規模や経済成長に伴い、建設市場が安定的に推移す

る、あるいは市場が拡大するという前提をおいている点に留意が必要である。 

経済再生ケース デフレ脱却・経済再生に向けた経済財政政策の効果が着実に発現

することで、日本経済がデフレ前のパフォーマンスを取り戻す姿

を推計 

ベースラインケー

ス 

経済が足元の潜在成長率並みで将来にわたって推移する姿を試算 

出所）内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（2017 年１月 25 日） 

 

推計結果をみると、これから必要とされる需要側の建設技能労働者数は、2015年度

の 2.2万人から、2025年度には 2.7～3.2万人となり、新たに約 4,300～9,300人の範囲で

人材を確保する必要がある。 

 

図表 5-2-1 10 年後の建設市場規模を踏まえた技能労働者の推計＜需要側＞ 

 

出所）国土交通省「建設総合統計」、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」等より作成 
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５．３ 佐賀県内の建設技能労働者数の推計値と想定必要数とのギャップ 

前述の計算仮定を踏まえ建設技能労働者数の需給ギャップを見ると、計算変化要因の

うち最も建設技能労働者が減少しないと想定される上昇局面（赤実線）を基本とした場

合でも、約 0.7万人～1.2万人の労働者不足が見込まれるという結果となった。この 0.7

万人～1.2万人の需給ギャップを埋める施策として、女性、男女シニア、外国人等の労

働参加促進や、生産性向上への取組等の検討を進めていくことが求められる。 

 

図表 5-3-1 建設技能労働者数の需給ギャップ 

 

需要側 供給側 需給ギャップ 

経済再生ケー

ス 

（黄色破線） 

32,035 人 

上昇局面（赤） 20,330 人 11,705 人 

中位（緑） 16,893 人 15,142 人 

下降局面（青） 13,818 人 18,217 人 

ベースライン 

ケース 

（黒破線） 

27,063 人 

上昇局面（赤） 20,330 人 6,733 人 

中位（緑） 16,893 人 10,170 人 

下降局面（青） 13,818 人 13,245 人 
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６ インフラの維持更新需要について 

 

佐賀県では平成 27年 10月に県の保有している公共施設の管理計画である「佐賀県フ

ァシリティマネジメント基本計画」を策定している。この中において、今後の公共施

設・インフラ等の維持更新需要の高まりが指摘されている。 

図表 5-3-1 佐賀県所有建物の建設年度別面積 

 

出所）佐賀県「佐賀県ファシリティマネジメント基本計画」より抜粋 

 

図表 5-3-2 佐賀県所有インフラの老朽化状況（建設後 50 年を経過する割合） 

 

出所）佐賀県「佐賀県ファシリティマネジメント基本計画」より抜粋 
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建設産業の担い手確保・育成に関するアンケート結果 

建設産業の担い手確保・育成に関するアンケート調査＜高校生用＞ 

調査概要 

 調査対象：私立及び佐賀県立工業系高等学校土木科及び建築科 3年生の生徒 

   （佐賀県立佐賀工業高等学校、佐賀県立唐津工業高等学校、佐賀県立鳥栖工業高等学

校、佐賀県立塩田工業高等学校、佐賀県立高志館高等学校、佐賀県立伊万里農林高

等学校、佐賀県立佐賀農業高等学校、私立北陵高等学校） 

 調査方式：学校を通じて配布・回収（無記名） 

 標本数：327名（8校） 

 回収数：323名 

 実施期間：平成 29年 6月下旬～7月末  

 

調査結果概要 

 工業系の高校への進学理由としては「建設産業に就職したいから」、「技術、資格を取得

したいから」という回答が多かった。 

 建設業に対するイメージは「良い」、「どちらかというと良い」の合計が約 6割であった

のに対して、「悪い」、「どちらかというと悪い」は合計で１割未満となっており、建設

業に対するイメージは良い。 

 建設業に対するイメージが良い理由としては「やりがいがありそうだから」、「社会や人

の役に立てそうだから」、という回答が多かった。逆にイメージが悪い理由は「仕事が

きつそう・危険だから」という意見が多い。 

 卒業後の進路希望については約半数が建設産業への就職を希望している。そのうち県

内・県外への割合は同程度であった。土木・建築系への大学等への進学、公務員への就

職を含めると３人に２人が建設業界に関連のある産業への就職・進学を希望している。 

 就職先を決めるときに重視する要素は「仕事のやりがい」、「給与・賃金」、「休日、労働

時間等」が重視されている。 
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示唆 

 今回、調査の対象とした工業系高等学校の生徒は総じて建設産業に対するイメージは

良く、卒業後も県内企業への就職を含めて、建設産業に就職する意向を持っている層も

一定層存在する。（３人に２人が建設業界に就職、４人に１人は県内建設産業への就職

を希望） 

 しかし、就職先を決めるときには「仕事のやりがい」、「給与・賃金」、「休日・労働時間

等」が重視されており、このうち、建設産業は「仕事のやりがい」については問題ない

ものの、「給与・賃金」、「休日・労働時間等」の部分で問題があると認識されている。 

 そのため建設産業への就職を促進するためには、「仕事のやりがい」の周知もさること

ながら、「給与・賃金」、「休日・労働時間等」といった労働条件の改善とその周知が有

効と考えられる。 

 

調査結果 

 

＜Ⅰ 回答者のプロフィール＞ 

問 1 あなたのお住まいや学校についてお答えください。 

 

 唐津工業高等学校の立地する唐津市在住の回答者割合が高い。県立高校の回答が約９割

を占めている。建築と土木の割合は概ね半数ずつとなっている。 

 

図表 1-1 住所地 
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図表 1-2 在籍高校（左）・学科（右） 

  

 

問 2 土木系・建築系の学科への進学理由 あなたが専門学科（土木科・建築科等）へ進

学した理由は何ですか。（上位３つまで回答） 

 

 「建設産業に就職したいから」が１位の理由として最も選ばれており、37％を占めてい

る。工業高校の生徒を対象にしていることから、中学卒業時点で建設業への就職意向のある

層が一定以上存在するということが分かる。 

 次いで「技術、資格を取得したいから」が１位の理由として選ばれており、また、２位、

３位の理由も合計すると、最も選ばれている理由となっている。最も選ばれた「建設産業に

就職したいから」と併せて、高校卒業後の就職に関する意識が明確な状況が伺える。 
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図表 2 専門学科への進学理由 
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問 3 進学したい高校の学科を選んだ時期 あなたが進学したい高校の学科を選んだ時

期はいつですか。 

 

 「中学３学年期」に選んだという回答が最も高く、73.3％となっている。次いで中学２学

年期が 20.2％である。 

 なお、工業高校への進学意向が明確化したのは中学３学年期が多いという結果となって

いるが、一般的に中学生が進学高校を決めるのは中学３学年時と考えられる。工業高校への

進学意向の原因と考えられる建設産業に興味を持った時期等は中学３学年時よりも早い時

期となっている可能性がある点に留意が必要である。 

 

 図表 3 進学したい高校の学科を選んだ時期 
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＜Ⅱ建設産業に対するイメージ＞ 

問 4 建設産業に対するイメージをお聞かせください。 

 

 「良い」、「どちらかというと良い」の合計が過半数を超えている一方で、「悪い」、「どち

らかというと悪い」の合計は１割未満となっている。総じて、建設産業のイメージは良いと

いう結果と言える。 

図表 4 建設産業に対するイメージ 
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問 5 建設産業に抱く（良い）イメージを選んだ理由 問 4で、「1 良い」、「2 どちら

かというと良い」を選んだ方に伺います。そう考えた理由をお聞かせください。 

 

 「やりがいがありそうだから」が 59.8％、「社会や人の役に立てそうだから」が 26.0％と、

両方併せると８割以上が、仕事の意義や社会貢献といった点で建設産業を評価しているこ

とが分かる。一方で、「給与・賃金が高そうだから」（4.4％）や「将来性がありそうだから」

（7.8％）といった、労働条件やその将来性に関しては、建設産業に良いイメージを抱く理

由としては選ばれる割合が低くなっている。 

 

 図表 5 建設産業が良いイメージを持つ理由 
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問 6 建設産業に抱く（悪い）イメージを選んだ理由 問 4で、「4 どちらかというと悪

い」、「5 悪い」を選んだ方に伺います。そう考えた理由をお聞かせください。 

 

 「仕事がきつそう・危険だから」が 65.1％と最も多く、次いで「給料・賃金が安そうだか

ら」、「休みが取りにくそうだから」がそれぞれ 12.7％となっている。 

 給与や休みといった労働条件もさることながら、仕事がきつい・危険といった仕事内容そ

のものに対する考えが、建設産業に悪いイメージを持つ理由として挙げられている。 

 

 

図表 6 建設産業が悪いイメージを持つ理由※ 

 

※本設問は問４で「4 どちらかというと悪い」、「5 悪い」を選定した回答者（n=30）が

回答することとなっているが、それ以外にも回答があり n=63 となっている。（設問の意義

から鑑み、n=63で集計している） 
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＜進路希望等＞ 

問 7 卒業後の進路希望 卒業後の進路希望についてお聞かせください。 

 

 「建設産業（県内）に就職したい」が 27.2％、「建設産業（県外）に就職したい」23.1％

が多く、両方を併せると約半数が建設産業への就職を希望している。その中でも県内の建設

産業への就職希望者のほうが県外を上回っている状況である。 

 「建設産業以外に就職したい」は 17.2％であり、「進路未定」（9.7％）、「その他」（5.9％）、

「土木・建築系以外の大学（学部）、専門学校等に進学したい」（3.1％）を併せても 35.9％

であり、それ以外の 64.1％（概ね３人に２人）は、建設産業や公務員への就職、土木・建築

関連への進学を希望している。 

 

図表 7 卒業後の進路希望 
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問 8 問 7で「1 建設産業（県内）」「２ 建設産業（県外）に就職したい」を選択した

方へ。 希望する職種をお聞かせください。 

 

 「建設業者」を１位に選んだ回答者が最も多く 72.6％、ついで「設計事務所」が 16.1％

となっている。 

 問７の結果と併せると、県内建設産業への就職希望が全体の 27.2％で、そのうちの 72.6％

が建設業者を希望しており、全体の約２割（27.2％×72.6％）が県内の建設会社への就職を

希望していることとなる。 

 

図表 8 希望する職種 
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問 9 問 7で「4 建設産業以外に就職したい」を選択した方へ。 建設産業を就職先と

して選択しなかった理由をお聞かせください。 

 

 １位として選ばれた回答は「仕事がきつそう・危険だから」（38.6％）、「給料・賃金が安

いそうだから」（12.9％）、「休みが取りにくそうだから」（10.0％）の順番となっている。 

 問６の建設産業に悪いイメージを持つ理由と同様の回答傾向となっており、労働条件（給

与、休み）もさることながら、建設産業の仕事のきつさや危険さが懸念されていることが示

唆される。 

 

図表 9 建設産業を就職先として選択しない理由※ 

 

※本設問は問７で「4 建設産業以外に就職したい」を選定した回答者（n=55）が回答する

こととなっているが、それ以外にも回答があり n=70となっている。（設問の意義から鑑み、

n=70で集計している） 
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問 10 建設産業に就職したい（就職したくない）と思った時期 

 建設産業への就職を判断した時期は「高校生」が 51.3％となっており、約半数が工業系

の高校に入学した後でも、建設産業への就職の是非を判断していることが推察される。一方、

中学生で判断した層も 22％存在し、この層は建設産業への就職を前提に、工業系の高校へ

の入学を選択したと考えられる。 

 

図表 10 建設産業への就職の判断時期 
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問 11 就職先を決める場合に重要であると考えることをお聞かせください。 

 

 １位に選ばれたものは「仕事のやりがい」（39.9％）、「給与・賃金」（31.1％）、「休日、労

働時間等」（12.3％）の順となっている。 

 仕事のやりがいを最も重視する、という回答者が多いが、２位、３位に重要なものもふく

めると「給与・賃金」、「休日・労働時間等」も重視されていることが分かる。 

 問５において建設産業に良いイメージを持つ理由を尋ねているが、「やりがいがありそう

だから」が 59.8％と最も高かったが、「給与・賃金が高そうだから」という回答は 4.4％、

「休みが取りやすそうだから」は 0％であった。つまり就職先判断では「仕事のやりがい」

が最重視され、建設産業もやりがいのある産業だとみなされているが、やりがいと同程度に

重視される「給与・賃金」、「休日、労働時間等」については、建設産業に満足していない、

という状況であることが示唆される。  

 

図表 11 就職先判断における重要事項 
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建設産業の担い手確保・育成に関するアンケート調査票＜建設企業用＞ 

 

調査概要 

 調査対象：佐賀県内建設企業(建設業許可業者) 

 調査方式：所管の土木事務所を通じて配布・回収 

 標本数：1,113社 

 回収数：713社 

 実施期間：平成 29年 6月下旬～8月末 

 

調査結果概要 

 経営状況については良い、という回答と悪いという回答が均衡している。 

 人手不足については技術者・技能者ともに大変不足が３割、どちらかというと不足が５

割、という状況であった。特に 20歳代、30歳代の若手が不足している。 

 求めているのは建設業経験者や資格取得者である。新卒も一定程度雇用意向はあるが、

未経験の中途については積極的でない。 

 女性の雇用は約１割が既に積極雇用しており、約５割が雇用を検討している。一方で、

外国人技能実習生については約７割が雇用を検討していない。 

 ICT利用意向については約２割が既に導入済み、導入を検討が４割だが、利用について

検討していない回答も４割存在していた。 

 人材確保のためには給与の増加が最も必要であり、具体的な行動をとっている企業は

約４割であった。 

 週休２日制の導入に関する従業員の要望について、約６割は要望がない、ということで

あった。 

 中長期な人材育成について約６割の企業が取組んでおり、その内容としてはＯＪＴや

資格取得の推進が多くみられた。 

 中長期な人材育成に取組めていない理由は、育成に関する時間、人手、費用であった。 

 佐賀県に期待する施策としては建設業のイメージアップのためのＰＲや資格取得に関

する助成が多い。自由記入も含めると、工事発注の平準化や労務単価の向上といった意

見も多くみられた。 
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示唆 

 経営状況については景気回復や日本全体での建設業の人手不足を受けて回復傾向にあ

り、直近１年間は全体として良いとも悪いとも言えない状況に回復してきたのではな

いかと考えられる。 

 人手不足については多くの企業が感じており、特に次代を担う 20～30歳代が不足して

いる。 

 その確保に向けては、各企業は新卒というよりも即戦力となる業界経験者を求めてい

るが、それには給与の向上が必要であり、課題となっていると考えられる。 

 業界の未経験者や女性、外国人技能実習生の雇用については全体として積極的ではな

く、その理由としては育成にかける時間や人手、費用が不足しているためと考えられる。 

 各企業とも人手の確保のために給与の向上が最重要と感じているが、次いで仕事のや

りがい、と回答している。しかし、別途実施された工業高校等の生徒向けのアンケート

では給与以外にも休日や労働時間も重視されており、その点で企業側と生徒側の想い

にギャップが見られる。 

 ただし、休日や労働時間をより確保するためには、そのための売上確保が必要であり、

労務単価の引き上げ、ひいては生産性の向上が必要である。しかし、特に小規模企業に

ついては生産性向上の有力な方策として考えられる ICT 機器の導入に積極的でない状

況である。 

 佐賀県に求める施策として建設業のイメージアップを求めている。しかし、工業高校等

の生徒向けのアンケートでは、既に建設業に良いイメージを持っており、ネックとなっ

ているのは給与や労働時間等の労働条件であった。仮にイメージアップを行うのであ

れば、工業高校等の生徒以外の層（普通高校の生徒、中途採用）のイメージアップによ

る入職促進となるが、一方で、企業は中途の未経験者の採用には積極的ではなく、この

点についてはよりイメージアップによる効果の狙いをはっきりさせる必要がある。 

 総じて、人手不足は顕著であるものの、その解決のためには給与の向上が必要である。

しかし、そのために必要な労務単価や生産性の向上について有効な手立てが打ててい

ない状況が伺える。 
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調査結果 

 

＜Ⅰ 回答企業の概要＞ 

問 1 事業所名・所在地・県入札参加資格 貴社の概要をご記入ください。 

 

 佐賀市、佐賀土木事務所管内の企業が多い。 

 

図表 1-1 所在地 

 

図表 1-2 管轄土木事務所 
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122

34
24

62
49

39
34

16
24

9
11

5
15

6
19

3
8
10
9

0

0 50 100 150 200 250

佐賀
唐津
鳥栖
多久

伊万里
武雄
鹿島
小城
嬉野
神埼

吉野ヶ里
基山
上峰

みやき
玄海
有田
大町
江北
白石
太良

その他

(n=704)

佐賀
266

東部
98

唐津
128

伊万里
84

杵藤
135

(n=711)

各土木事務所の管轄

佐賀：佐賀市、小城市、多久市

東部：鳥栖市、基山町、上峰町、

みやき町、神埼市、吉野ヶ里町

唐津：唐津市、玄海町

伊万里：伊万里市、有田町

杵藤：武雄氏、大町町、江北町、白石町、

鹿島市、嬉野市、太良町
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問 2 主な建設業種 貴社の主要な営業業種から上位 3つ以内を選んでください。 

 

 「土木一式」、「建築一式」、「とび・土工」、「管工事」が多い。 

 

図表 2 H29・30 年度県入札参加資格 

 

 

 

 

 

33.7

17.3
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7.4

8.1
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2.3

4.5
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10.7
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7.2

6.5

2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

土木一式

建築一式

大工工事

左官工事

とび・土工

石工事

屋根工事

電気工事

管工事

タイル・れんが

鋼構造物

鉄筋工事

舗装工事

しゅんせつ工事

板金工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装工事

機械器具設置工事

熱絶縁工事

電気通信工事

造園工事

さく井工事

建具工事

水道施設工事

消防施設工事

清掃施設工事

解体工事

1位 2位 3位

(n=707)
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5.4 

1.4 

33.1 
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5.0 
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2.7 

5.5 
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3.8 
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1.3 

2.3 

12.6 

2.4 

0.3 

4.4 
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図表 2-2 H29・30 年度県入札参加資格 企業規模別 

 

 

 なお、以降の各設問では企業規模、および業種においてクロス集計を行っている。この業

種については、問２で主要業種を選択する際に、第１位の業種として、土木一式を選択した

企業は土木系、建築一式を選択した企業は建築系、その他を選択した企業は専門工事業とし

てみなしている。 

  

18.4 
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39.5 

0.0 

10.5 
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16.7 

33.3 

71.1 

60.8 

43.8 

66.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円、無記入

（n=38)

1千万円未満

（n=143)

1千万～1億円未満

（n=514)

1億円以上

（n=12)

土木一式 建築一式 その他
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問 3 資本金や現在の従業員数 平成 29年 7月 1日現在の数を記入してください。 

 

 資本金と従業員数の分布は以下のとおりである。 

 

図表 3-1 資本金の分布 

 

 

 

図表 3-2 従業員数の分布 

 

  

5人未満
23.3%

5～9人
21.9%

10～19人
23.6%

20～29人
11.4%

30～39人
6.0%

40～49人
4.8%

50～99人
4.6%

100～499人
3.6%

500人以上
0.8% (n=713)

0円、無記入
5.6%

200万未満
0.7%

2百万～5百万未満
9.5%

5百万～1千万未満
9.8%

1千万～3千万未満
52.9%

3千万～5

千万未満
13.6%

5千万～1億未満
6.2%

1億～10億未満
1.4%

10億～50億未満
0.1%

50億以上
0.1%

(n=713)
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図表 3-3 回答企業の従業員の年齢分布 

 

 

図表 3-4 回答企業における従業員数の年齢・職種の詳細 

 

  

～19歳
2.1%

20歳～24歳
7.4%

25歳～29歳
6.1%

30歳～34歳
7.7%

35歳～39歳
9.9%

40歳～44歳
13.4%

45歳～

49歳
11.2%

50歳～54歳
11.0%

55歳～59歳
12.0%

60歳～

64歳
11.1%

65歳～69歳
5.8%

70歳～
2.3%

(n=16,126)

～19歳 20歳～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳

従業員数 331 1189 979 1246 1602 2154

女性 36 145 133 166 211 290

うち技術職 169 467 329 417 704 1006

女性 11 20 18 12 24 34

うち技能職 67 336 271 377 432 468

女性 2 12 23 22 26 42

その他 95 386 379 452 466 680

女性 23 113 92 132 161 214

45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳～69歳 70歳～ 合計人数

従業員数 1813 1778 1941 1787 935 371 16,126

女性 250 203 171 126 65 47 1,843

うち技術職 777 799 950 825 383 154 6,980

女性 26 18 25 15 6 7 216

うち技能職 376 391 434 437 226 71 3,886

女性 32 27 23 17 11 7 244

その他 660 588 557 525 326 146 5260

女性 192 158 123 94 48 33 1383
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図表 3-5 回答企業の技術者の年齢分布 

 

 

図表 3-6 回答企業の技能者の年齢分布 
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49歳
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(n=6,980)

～19歳
1.7%

20歳～

24歳
8.6%

25歳～29歳
7.0%

30歳～34歳
9.7%

35歳～39歳
11.1%

40歳～44歳
12.0%

45歳～

49歳
9.7%

50歳～54歳
10.1%

55歳～59歳
11.2%

60歳～64歳
11.2%

65歳～69歳
5.8%

70歳～
1.8%

(n=3,886)
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図表 3-7 回答企業の従業員の年齢分布 企業規模別 

 

 

図表 3-8 回答企業の従業員の年齢分布（うち女性） 企業規模別 
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図表 3-9 回答企業の技術者の年齢分布 企業規模別 

 

 

図表 3-10 回答企業の技術者の年齢分布（うち女性） 企業規模別 
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図表 3-11 回答企業の技能者の年齢分布 企業規模別 

 

 

 

 

図表 3-12 回答企業の技能者の年齢分布（うち女性） 企業規模別 
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図表 3-13 回答企業の従業員の年齢分布 業種別 

 

 

図表 3-14 回答企業の従業員の年齢分布（うち女性） 業種別 
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図表 3-15 回答企業の技術者の従業員の年齢分布 業種別 

 

 

 

図表 3-16 回答企業の技術者の従業員の年齢分布（うち女性） 業種別 
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図表 3-17 回答企業の技能者の従業員の年齢分布 業種別 

 

 

 

図表 3-18 回答企業の技能者の従業員の年齢分布（うち女性） 業種別 
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図表 3-19 資本金の分布 業種別 
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問 4 現在の経営状況 1年前と比較して、経営状況はどのような状況ですか。 

 

 「良い」と「悪い」、「どちらかというと良い」、「どちらかというと悪い」がほぼ均衡して

いる状況である。 

 企業規模別では資本金が大きな企業ほど経営状況が１年前よりも良いと回答する傾向に

ある。業種別では建築系がより好業績と回答し、逆に土木系がより業績が悪いと回答する傾

向にある。 

図表 4-1 現在の経営状況  

 

図表 4-2 現在の経営状況 企業規模別 

良い
6.8%

どちらかという

と良い
19.0%

普通
47.5%
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図表 4-3 現在の経営状況 業種別 
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＜Ⅱ 技術者・技能者の状況＞ 

問 5 技術者又は技能者の過不足感 現在技術者又は技能者が不足していると感じます

か。 

 

 技術者、技能者ともに「大変不足」という回答が３割、「どちらかというと不足」が５割

という状況であった。併せて８割の企業が技術者、技能者の不足を感じている。 

 

図表 5-1 技術者の不足の状況 

 

 

図表 5-2 技能者の不足の状況 
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 企業規模別では技術者の不足に大きな差はない。一方、業種別では建築系の業種で不足感

が強い。 

 

図表 5-3 技術者の不足の状況 企業規模別 

 

 

図表 5-4 技術者の不足の状況 業種別 
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 技能者の不足については、企業規模が大きいほど不足傾向を強く感じている。企業規模

が大きいほど複数現場を取り扱う必要があり、不足の場面により多く直面するためと考え

られる。業種別では土木系が建築系、専門工事業（その他）に比べて不足感が若干強い。 

 

図表 5-5 技能者の不足の状況 企業規模別 

 

 

図表 5-6 技能者の不足の状況 業種別 
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問 6 不足している技術者又は技能者の職種 不足していると感じる技術者又は技能者

の職種は何ですか。 

 

 「その他」の回答が最も多く不足している職種として選ばれており、具体的には、内

装、大工、造園、舗装等の他の専門工事業や施工管理を行う技術者、更には各種重機のオ

ペレーターという回答であった。 

 

図表 6 技術者・技能者が不足している職種 
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問 7 不足している技術者又は技能者の年齢層 不足していると感じる技術者又は技能

者の年齢層はどの世代ですか。 

 

 「20歳代」、「30歳代」の若手の技術者、技能者に回答が集中している。 

 

図表 7-1 不足している技術者・技能者の年代 

 

  

  

4.5 

48.7 

36.6 

8.8 

1.1 

0.3 

2.3 

20.2 

49.6 

18.2 

1.4 

0.2 

7.9 

15.1 

7.3 

37.6 

4.2 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代以上
1位 2位 3位

14.7 

84.1 

93.5 

64.6 

6.6 

(n=647)

0.8 



110 

 

 企業規模別では資本金 1億円以上の企業ではより 30代が不足しているという回答であっ

た。一方で、企業規模が小規模な企業では 20代はもとより、10代も不足しているという回

答であった。 

 業種別では建築系では 20 代、30 代に加えて 40 代も不足しているという回答であった。 

 

図表 7-2 不足している技術者・技能者の年代 企業規模別

 

 

図表 7-3 不足している技術者・技能者の年代 業
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問 8 優先雇用したい技術者又は技能者 技術者又は技能者の雇用にあたって、どんな人

材を優先しますか。 

 

 一般的に企業は即戦力を求めるため、１位で選ばれる「経験豊富な技術者・技能者」、「建

設関係の資格保持者」、「建設業界経験者」の順で回答が多い。一方、「建設業界未経験者」

の雇用については相対的に雇用の優先度は劣後している、という状況である。 

 

図表 8 優先雇用したい技術者・技能者 
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図表 8-1 優先雇用したい技術者・技能者 
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 1位で選ばれた対象を企業規模別で分析すると、企業規模が小さいほど即戦力を求めてい

る傾向が強いことが分かる。一方で企業規模が大きいほど新卒者は業界未経験者の受入に

も積極的であることが分かる。 

 業種別でみると建築系の企業で「有資格者」を求める傾向が他より強い。 

図表 8-2 優先雇用したい技術者・技能者 企業規模別 

 

図表 8-3 優先雇用したい技術者・技能者 業種別 
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問 9 女性の技術者又は技能者の雇用 女性の技術者又は技能者の雇用について、既に実

施、又は検討している状況はありますか。 

 

 「積極的に女性を雇用している」が１割で、「女性の雇用を検討している」、「女性の雇用

は今後検討したい」という、これから雇用可能性のある回答が約５割であった。 

 

図表 9 女性の雇用の検討状況 
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企業規模の大きな企業ほど、女性雇用に積極的である。女性でも活躍しやすい事務仕事等の

仕事量を確保できる点等が理由として考えられる。 

 業種別でみると、土木系、その他（専門工事業）よりも建築系のほうが女性雇用に積極的

である。 

図表 9-2 女性の雇用の検討状況 企業規模別 

 

 

図表 9-3 女性の雇用の検討状況 業種別 
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19.8 

4.9 

22.0 

19.0 

14.7 

39.8 

28.1 

34.3 

26.3 

33.1 

46.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木一式

（n=236)

建築一式

（n=121)

その他

（n=347)

積極的に女性雇用をしている 女性の雇用を検討している

女性の雇用は、今後検討したい 検討していない
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問 10 外国人技能実習生の受入れ 外国人技能実習生の受入れについて、既に実施、又

は検討している状況はありますか。 

 

 受入は「検討していない」が７割を超えている。 

 

図表 10-1 外国人技能実習生の受入状況 

 

  

積極的に外国人技

能実習生の受け入

れをしている
3.7%

外国人技能実習生

を検討している
4.1%

外国人技能実習生

の受け入れは、今

後検討したい
19.9%

検討していない
72.4%

(n=709)
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企業規模が大きいほど外国人技能実習生の受入に積極的だが、一方で資本金１億円を超え

るような総合工事業の企業では外国人技能実習生の受入意向が低い。 

 業種別では、土木系、専門工事業でより受入意向が高い。 

図表 10-2 外国人技能実習生の受入状況 企業規模別 

 

 

図表 10-3 外国人技能実習生の受入状況 業種別 

 

 

 

0.0 

6.3 

3.3 

0.0 

5.4 

3.5 

4.1 

9.1 

13.5 

16.1 

21.8 

0.0 

81.1 

74.1 

70.8 

90.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円、無記入

（n=37)

1千万円未満

（n=143)

1千万～1億円未満

（n=518)

1億円以上

（n=11)

積極的に外国人技能実習生の受け入れをしている
外国人技能実習生を検討している
外国人技能実習生の受け入れは、今後検討したい
検討していない

2.1 

0.8 

5.8 

6.8 

0.8 

3.2 

27.4 

16.5 

15.9 

63.7 

81.8 

75.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木一式

（n=237)

建築一式

（n=121)

その他

（n=346)

積極的に外国人技能実習生の受け入れをしている
外国人技能実習生を検討している
外国人技能実習生の受け入れは、今後検討したい
検討していない
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問 11 ICT利活用機器導入の意向 ICT利活用機器の導入について、既に実施、又は検

討している状況はありますか。 

 

 既に導入している、という回答は 17.3％に留まり、現在検討中、あるいは今後検討した

いが合計で約４割、検討していないも４割程度と、ICT機器の導入については積極的でな

い状況が伺える。 

図表 11-1 ICT 利活用機器導入の意向 

 

 資本金階級別にみると企業規模の大きな企業ほど ICT利活用に積極的である。 

図表 11-2 資本金階級別の ICT 利活用機器導入の意向 

 

ICT機器を導入

している
17.3% ICT機器の導入を

検討している
8.4%

ICT機器の導入は、

今後検討したい
33.2%

検討していない
41.0%

(n=687)

11.4 

0.0 

7.7 

13.0 

14.4 

33.0 

23.8 

60.0 

100.0 

0.0 

5.7 

0.0 

6.2 

5.8 

8.6 

8.2 

14.3 

20.0 

0.0 

100.0 

8.6 

60.0 

18.5 

33.3 

39.0 

30.9 

35.7 

10.0 

0.0 

0.0 

74.3 

40.0 

67.7 

47.8 

38.1 

27.8 

26.2 

10.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円、無記入（n=35)

200万未満（n=5)

2百万～5百万未満（n=65)

5百万～1千万未満（n=69)

1千万～3千万未満（n=362)

3千万～5千万未満（n=97)

5千万～1億未満（n=42)

1億～10億未満（n=10)

10億～50億未満（n=1)

50億以上（n=1)

ICT機器を導入している ICT機器の導入を検討している

ICT機器の導入は、今後検討したい 検討していない
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 企業規模別では資本金の大きな企業ほど ICT 利活用機器の導入意向が強い。設備投資予

算をより確保しやすいためと考えられる。一方で資本金が 0 円あるいは無記入（個人事業

主）では導入意向がないという回答が 7割を超える。 

 業種別では土木系で導入意向が強い。パソコン等の OA機器は業種共通で導入可能だが、

土木系ではドローンは IT建機等、現場で活用できる ICT機器が比較的登場しているためと

考えられる。 

図表 11-3 ICT 利活用機器導入の意向 企業規模別 

 

図表 11-4 ICT 利活用機器導入の意向 業種別 

 

11.4 

10.1 

18.8 

58.3 

5.7 

5.8 

9.0 

25.0 

8.6 

27.3 

37.1 

8.3 

74.3 

56.8 

35.1 

8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円、無記入

（n=35)

1千万円未満

（n=139)

1千万～1億円未満

（n=501)

1億円以上

（n=12)

ICT機器を導入している ICT機器の導入を検討している

ICT機器の導入は、今後検討したい 検討していない

15.3 

17.8 

18.2 

10.0 

9.3 

7.2 

41.9 

32.2 

27.8 

32.8 

40.7 

46.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木一式

（n=229)

建築一式

（n=118)

その他

（n=335)

ICT機器を導入している ICT機器の導入を検討している

ICT機器の導入は、今後検討したい 検討していない
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＜Ⅲ 人材確保・育成の取組＞ 

問 12 短期的な必要な人材確保のための重点項目 短期的に必要な人材を確保するた

め、重要と考えていることは何ですか。 

 

 １位に選ばれているのは「給与・賃金・ボーナス」が重点項目である、という回答が最も

多い。次いで「仕事のやりがい」であり、その他の労働条件（「休日、動労時間等」、「社会

保険等の福利厚生」を上回っている。 

図表 12-1 人材確保のための重点項目 

 

 

  

64.9 

7.3 

8.9 

11.7 

3.6 

2.3 

1.3 

17.6 

26.5 

31.3 

12.6 

3.4 

3.3 

0.1 

7.7 

16.5 

27.6 

19.9 

6.3 

7.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

給与・賃金・ボーナス

社会保険等の福利厚生

休日、労働時間等

仕事のやりがい

会社の知名度、社風等

社員教育

その他 1位 2位 3位

90.3 

50.2 

67.8 

44.2 

13.3 

(n=699)

13.0 

1.4 
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 企業規模別では回答に大きな差異はない。業種別では建築系ではより、仕事のやりがいが

重要であると回答する企業が多い。 

図表 12-2 人材確保のための重点項目 企業規模別 

 

 

図表 12-3 人材確保のための重点項目 業種別 

 

  

58.3 

61.2 

66.4 

66.7 

11.1 

8.6 

6.8 

0.0 

2.8 

9.4 

9.2 

8.3 

19.4 

11.5 

11.1 

16.7 

2.8 

2.9 

3.9 

0.0 

2.8 

5.0 

1.4 

8.3 

2.8 

1.4 

1.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円、無記入

（n=36)

1千万円未満

（n=139)

1千万～1億円未満

（n=512)

1億円以上

（n=12)

給与・賃金・ボーナス 社会保険等の福利厚生 休日、労働時間等
仕事のやりがい 会社の知名度、社風等 社員教育
その他

73.3 

57.5 

61.5 

7.2 

7.5 

7.1 

8.1 

9.2 

9.5 

8.1 

17.5 

12.4 

1.7 

5.0 

4.4 

1.7 

0.8 

3.3 

0.0 

2.5 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木一式

（n=236)

建築一式

（n=120)

その他

（n=338)

給与・賃金・ボーナス 社会保険等の福利厚生 休日、労働時間等
仕事のやりがい 会社の知名度、社風等 社員教育
その他
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問 13 人材確保のための具体的な取組 問 12 で選択した内容について、具体的な取組

を行っていますか。 

  

   

 約４割が具体的の取組みを行っているという状況であった。取組みに関する自由記述と

しては、昇給・昇格や休日取得の促進、労働時間の削減といった内容が見られた。 

 

図表 13-1 人材確保のための具体的取組の実施の有無 

 

 自由回答を内容に応じてグルーピングした結果が下記である。日給月給制の改善等の給

与制度の改善・変更といった回答が最も多かった。その他の内容としては会社 HPの作成

やインターンシップの実施等の回答が見られた。 

 

図表 13-2 人材育成の具体的な取組みに関する自由回答のグルーピング結果 

 

はい
38.0%

いいえ
62.0%

(n=655)

12.4%

32.6%

5.0%

2.1%

16.5%

15.3%

23.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

１：給与・賞与の増額

２：給与制度の改善・変更

３：資格取得のバックアップ等の

キャリア形成支援

４：社会保険加入の徹底

５：求人の実施

６：休日の確保・増加

７：その他

(n=242)
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 企業規模が大きなほど具体的な取組みを実施できている。一方で企業規模が資本金 1 千

万未満では 7割の企業が取組を実施できていない。0円、未記入（個人事業主等）ではそも

そも必要性を感じていない可能性がある。 

 業種別では土木系が他２つに比べて取組みを実施できている。 

 

図表 13-3 人材確保のための具体的取組の実施の有無 企業規模別 

 

 

図表 13-4 人材確保のための具体的取組の実施の有無 業種別 

 

9.7 

28.4 

42.5 

41.7 

90.3 

71.6 

57.5 

58.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円、無記入

（n=31)

1千万円未満

（n=134)

1千万～1億円未満

（n=478)

1億円以上

（n=12)

はい いいえ

48.0 

32.7 

32.6 

52.0 

67.3 

67.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木一式

（n=225)

建築一式

（n=110)

その他

（n=316)

はい いいえ
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問 14 従業員からの週休 2日制導入の要望 

 

 「週休 2日制が導入済み」という回答が約 2割であるが、「要望はあまりない」、「要望は

ほとんどない」という回答が合計で約 6割であった。休みを増やせば、その分、給与が低く

なることを懸念していることから、このような結果に繋がったと想定される。 

 

図表 14-1 従業員からの週休 2日制導入の要望 

 

 

  

要望がかなりある
4.9%

要望はあまりない
22.6%

要望はほとんどな

い
37.0%

週休2日制を導入

済
20.6%

どちらともいえ

ない
15.0%

(n=695)
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 企業規模別の大きさにより顕著に差が現れている。資本金１億円以上では要望はほとん

どない、と回答した企業がいなかったが、0円、無記入（個人事業主等）では要望はほとん

どないという回答が最も多かった。 

 業種別では大きな差異はない。 

図表 14-2 従業員からの週休 2日制導入の要望 企業規模別 

 

図表 14-3 従業員からの週休 2日制導入の要望 業種別 

 

 

 

5.6 

4.3 

4.9 

8.3 

8.3 

15.8 

25.4 

25.0 

58.3 

54.7 

31.5 

0.0 

11.1 

7.2 

24.2 

50.0 

16.7 

18.0 

14.0 

16.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円、無記入

（n=36)

1千万円未満

（n=139)

1千万～1億円未満

（n=508)

1億円以上

（n=12)

要望がかなりある 要望はあまりない 要望はほとんどない

週休2日制を導入済 どちらともいえない

3.4 

4.2 

6.2 

24.7 

23.7 

20.2 

36.6 

33.1 

38.9 

17.9 

22.0 

22.0 

17.4 

16.9 

12.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木一式

（n=235)

建築一式

（n=118)

その他

（n=337)

要望がかなりある 要望はあまりない 要望はほとんどない

週休2日制を導入済 どちらともいえない
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 週休 2 日制の導入のために必要な事項の自由記入（問 15）については、以下のような意

見が多く見られた。回答を内容に応じてグルーピングした結果は下記の通りである。その他

の内容としては、業界全体が週休２日制を導入すること、や行政の指導といった回答が見ら

れた。 

図表 15 週休 2日制の導入のために必要な事項の自由記入のグルーピング結果 

 

  

31.0%

7.9%

29.6%

16.7%

35.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

１：休む分の売上げをカバーできる

生産性の向上

２：業務の平準化

３：余裕のある工期設定と発注者の

理解

４：人員の確保

５：その他

(n=432)



127 

 

問 16 中長期的な（5～10 年先を見据えた）人材育成の取組状況 人材を育成するため

の取組を行っていますか。 

 

 約６割が中長期的な人材育成の取組みを行っている、という回答であった。 

図表 16-1 中長期的な人材育成の取組み状況 

 

 資本金階級別にみると、企業規模が大きいほど取組みをおこなっているが、企業規模が

小さいところは中長期の取組みを行えていない回答が過半数である。 

 

図表 16-2 資本金階級別の中長期的な人材育成の取組み状況 

 

はい
62.9%

いいえ
37.1%

(n=701)

37.1 

60.0 

43.1 

47.1 

68.1 

67.0 

77.3 

90.0 

100.0 

100.0 

62.9 

40.0 

56.9 

52.9 

31.9 

33.0 

22.7 

10.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円、無記入（n=35)

200万未満（n=5)

2百万～5百万未満（n=65)

5百万～1千万未満（n=70)

1千万～3千万未満（n=373)

3千万～5千万未満（n=97)

5千万～1億未満（n=44)

1億～10億未満（n=10)

10億～50億未満（n=1)

50億以上（n=1)

はい いいえ
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図表 16-3 中長期的な人材育成の取組み状況 企業規模別 

 

 業種別では土木系が他２つに比べて中長期的な人材育成の取り組めている、という回答

が多い。 

図表 16-4 中長期的な人材育成の取組み状況 業種別 

 

 

 

 

 

37.1 

45.7 

68.7 

91.7 

62.9 

54.3 

31.3 

8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円、無記入

（n=35)

1千万円未満

（n=140)

1千万～1億円未満

（n=514)

1億円以上

（n=12)

はい いいえ

70.6 

54.6 

60.5 

29.4 

45.4 

39.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木一式

（n=235)

建築一式

（n=119)

その他

（n=342)

はい いいえ
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 資本金階級別にみると、企業規模が大きいほど取組をおこなっているが、企業規模が小

さいところは中長期の取組を行えていない回答が過半数である。 

 

図表 16-2 資本金階級別の中長期的な人材育成の取組状況 

 

  

37.1 

60.0 

43.1 

47.1 

68.1 

67.0 

77.3 

90.0 

100.0 

100.0 

62.9 

40.0 

56.9 

52.9 

31.9 

33.0 

22.7 

10.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円、無記入（n=35)

200万未満（n=5)

2百万～5百万未満（n=65)

5百万～1千万未満（n=70)

1千万～3千万未満（n=373)

3千万～5千万未満（n=97)

5千万～1億未満（n=44)

1億～10億未満（n=10)

10億～50億未満（n=1)

50億以上（n=1)

はい いいえ
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問 17 中長期的な人材育成の取組内容 問 16で「はい」を選択した方にお伺いしま

す。人材育成のために行っている取組は何ですか。 

 

 １位に選ばれた回答としては「資格取得に対する支援」、「OJT」が多い。  

 

図表 17-1 中長期的な人材育成の取組みの内容 

 

 

  

21.1 

2.2 

12.8 

16.6 

1.3 

37.4 

8.1 

0.4 

4.7 

3.4 

6.5 

21.5 

1.8 

32.1 

26.7 

0.0 

8.5 

2.0 

7.6 

20.0 

0.9 

17.0 

24.0 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

OJT（業務を通じた教育）

OFT（業務以外での教育）

社内での講習・研修会の実施

業界団体が行う講習会等への参加

職業訓練施設等への派遣

資格取得に対する支援

資格取得者等への賃金アップ

その他 1位 2位 3位

34.3 

7.6 

26.9 

58.1 

4.0 

(n=446)

86.5 

58.7 

1.1 
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 企業規模が大きな企業ほど OJT が重要という回答が多い。一方で、それ以下の層では、

資格取得やその支援が重要だという回答が多い。資本金１億円以上の企業では資格取得は

ある意味で当たり前の事であり、それを踏まえたうえで OJTが重要である、という意識が

反映されている可能性がある。 

 業種別では土木系でより資格取得が重要である、という回答が多い。 

 

図表 17-2 中長期的な人材育成の取組みの内容 企業規模別 

 

 

図表 17-3 中長期的な人材育成の取組みの内容 業種別 

 

20.0 

14.1 

21.3 

54.5 

0.0 

1.6 

2.5 

0.0 

13.3 

14.1 

12.1 

27.3 

13.3 

12.5 

17.7 

9.1 

13.3 

3.1 

0.6 

0.0 

20.0 

46.9 

37.4 

9.1 

13.3 

6.3 

8.4 

0.0 

6.7 

1.6 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円、無記入

（n=15)

1千万円未満

（n=64)

1千万～1億円未満

（n=356)

1億円以上

（n=11)

OJT（業務を通じた教育） OFT（業務以外での教育）
社内での講習・研修会の実施 業界団体が行う講習会等への参加
職業訓練施設等への派遣 資格取得に対する支援
資格取得者等への賃金アップ その他

19.6 

21.2 

22.5 

1.2 

4.5 

2.4 

7.1 

12.1 

17.7 

20.8 

16.7 

13.4 

1.2 

3.0 

1.0 

42.3 

37.9 

33.5 

7.7 

4.5 

8.6 

0.0 

0.0 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木一式

（n=168)

建築一式

（n=66)

その他

（n=209)

OJT（業務を通じた教育） OFT（業務以外での教育）
社内での講習・研修会の実施 業界団体が行う講習会等への参加
職業訓練施設等への派遣 資格取得に対する支援
資格取得者等への賃金アップ その他



132 

 

問 18 中長期的な（5 年～10 年先を見据えた）人材育成の未実施の理由 問 16 で「い

いえ」を選択した方にお伺いします。人材育成の取組を行っていない理由は何ですか。 

 

 育成に関する時間がない、人手が足りない、費用がない、という順で回答が多い。 

 

 図表 18 中長期的な人材育成を未実施の理由 

 

 

  

8.6 

25.7 

23.5 

13.4 

6.3 

13.8 

8.6 

1.1 

21.3 

21.3 

13.4 

9.3 

7.1 

1.9 

0.7 

9.0 

10.8 

11.2 

8.6 

8.6 

1.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

必要性を感じない

育成にかける時間がない

指導する人手が足りない

育成に要する費用がない

育成のノウハウがない

経験者を採用している

その他 1位 2位 3位

10.4 

56.0 

55.6 

38.1 

24.3 

(n=268)

29.5 

11.9 
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どの層でも、育成に関する時間がない、人手が足りない、費用がない、という回答が多い。  

（資本金１億円以上の企業は n=1なので分析対象とすることは適切ではない。） 

 業種別では土木系で育成にかける時間がない、という回答が多く、繁忙による育成の阻害

がより多い点が示唆される。 

図表 18-2 中長期的な人材育成を未実施の理由 企業規模別 

 

 

図表 18-3 中長期的な人材育成を未実施の理由 業種別 

 

  

13.6 

15.4 

4.8 

0.0 

22.7 

26.9 

25.7 

0.0 

18.2 

16.7 

27.5 

0.0 

13.6 

11.5 

13.8 

100.0 

0.0 

3.8 

8.4 

0.0 

18.2 

12.8 

13.8 

0.0 

13.6 

12.8 

6.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円、無記入

（n=22)

1千万円未満

（n=78)

1千万～1億円未満

（n=167)

1億円以上

（n=1)

必要性を感じない 育成にかける時間がない 指導する人手が足りない

育成に要する費用がない 育成のノウハウがない 経験者を採用している

その他

6.8 

12.3 

8.1 

32.9 

15.8 

25.7 

17.8 

28.1 

25.0 

13.7 

14.0 

13.2 

6.8 

7.0 

5.9 

16.4 

10.5 

14.0 

5.5 

12.3 

8.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木一式

（n=73)

建築一式

（n=57)

その他

（n=136)

必要性を感じない 育成にかける時間がない 指導する人手が足りない

育成に要する費用がない 育成のノウハウがない 経験者を採用している

その他
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問 19 県の人材育成等に関する支援 県に実施してほしい取組は何ですか。 

 

 １位で選ばれたものは、「建設業に関するイメージアップのための広報や PR 活動」が最

も多く、次いで、「資格取得のための講座の充実、助成の仕組みづくり」となっている。 

 

図表 19-1 人材育成に関する県に求める支援 

 

 

  

30.0 

3.6 

4.6 

4.9 

11.3 

29.0 

9.4 

2.2 

4.8 

9.4 

4.5 

7.7 

8.3 

10.7 

22.1 

21.0 

0.6 

0.1 

7.8 

4.6 

4.8 

7.7 

8.7 

12.9 

18.0 

0.7 

1.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

建設業のイメージアップのための広報やPR活動

建設業で働いている人の講演・説明会の開催

学生等を対象とした工事現場の見学会の開催

学生等を対象としたインターンや職場体験の企画・運営

現場における職人の技術伝承

資格取得のための講座の充実、助成の仕組みづくり

若手労働者の技能習得のための職業訓練の実施

その他

特に期待していない 1位 2位 3位

47.3 

12.8 

17.1 

20.9 

30.8 

(n=689)

64.0 

48.5 

3.5 

6.4 
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 資本金の小さい企業ほど、現場における職員の技術伝承を強く求めていることが分かる。

一方で企業規模の大きな企業ほど、建設業のイメージアップのための広報や PR活動を求め

ている。 

図表 19-2 人材育成に関する県に求める支援 企業規模別 

 

  

19.4 

20.6 

32.7 

58.3 

2.8 

5.1 

3.4 

0.0 

8.3 

5.1 

4.2 

8.3 

0.0 

8.1 

4.6 

0.0 

25.0 

19.1 

8.3 

8.3 

27.8 

18.4 

32.1 
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13.9 

13.2 

8.3 

0.0 

0.0 

1.5 

2.6 

0.0 

2.8 

8.8 

4.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円、無記入

（n=36)

1千万円未満

（n=136)

1千万～1億円未満

（n=505)

1億円以上

（n=12)

建設業のイメージアップのための広報やPR活動

建設業で働いている人の講演・説明会の開催

学生等を対象とした工事現場の見学会の開催

学生等を対象としたインターンや職場体験の企画・運営

現場における職人の技術伝承

資格取得のための講座の充実、助成の仕組みづくり

若手労働者の技能習得のための職業訓練の実施

その他

期待していない
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業種別では土木系で建設業に関するイメージアップのための広報や PR 活動を求める意

見が多い。 

図表 19-3 人材育成に関する県に求める支援 業種別 

 

  

38.1 

28.6 

25.4 

2.6 

1.7 

5.1 

4.8 

5.0 

4.2 

4.3 

3.4 

5.7 

5.6 

18.5 

12.6 

33.8 

21.8 

28.1 

6.1 

12.6 

10.8 

1.3 

1.7 

3.0 

3.5 

6.7 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木一式

（n=231)

建築一式

（n=119)

その他

（n=334)

建設業のイメージアップのための広報やPR活動

建設業で働いている人の講演・説明会の開催

学生等を対象とした工事現場の見学会の開催

学生等を対象としたインターンや職場体験の企画・運営

現場における職人の技術伝承

資格取得のための講座の充実、助成の仕組みづくり

若手労働者の技能習得のための職業訓練の実施

その他

期待していない
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問 20 建設業に対する支援策等についての自由意見 

 

 建設業に対する支援施策に関する自由意見のグルーピング結果は下記の通りである。そ

の他の件としては、工事発注件数の確保や入札制度の改善（手続きの簡素化、加点要素の見

直しなど）が見られた。 

 

図表 建設業に対する支援方策等に関する自由意見のグルーピング結果 

 

 

  

11.4%

8.3%

13.6%

22.7%

13.6%

32.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

１：建設業の魅力のPRの充実

２：さらなる発注の平準化

３：売上げ増に繋がる取組み（労務単価

の向上、資格取得者への優遇 等）

４：雇用促進や資格取得に関する助成

５：現状支援施策で十分・特になし

６：その他

(n=132)
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参考 

問 13 人材確保のための具体的な取組 問 12 で選択した内容について、具体的な取組

を行っていますか、に関する自由回答一覧 

 

○資本金 0円、未記入 

 給料アップ 

 求人広告 

 ハローワーク 

 

○資本金 1千万円未満 

 営業成績に左右されない給与の保障 

 月に 1度の土曜日休日 

 タイムカードにて労働時間の管理と給料面 

 仕事にみあう給料 

 社会保険に加入させる 

 資格の取得 

 得意先からのご指名・クレーン新機種導入 

 昇給 

 就業形態と賃金形態の変更を検討中 

 週休 2日制・環境整備・各種手当 

 就活ナビへの登録・参加及びホームページ掲載 

 賃金の見直し 

 同業者への問い合わせ 

 職安を通じ、市内実業高校へ求人案内をしている。 

 シフト制、人材確保 

 社内労働環境の情報開示 

 給与体系の明確な説明 

 時間外労働の削減 

 工程管理 

 社会保険等の福利厚生 

 ボーナスを売上が上がった時は 3回にしている 

 ハローワーク申請中 

 給与・賃金・ボーナス 

 昇給 

 ハローワーク登録 

 経費等の削減 
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 決算手当、資格手当等の支給、有給休暇の充実等 

 資格取得時の昇給等 

 責任を持たせる 

 昇給、資格取得手当支給等 

 やる気がある人間を受け入れる 

 学生等を対象としたインターンシップ生の受入 

 市内実業高校へ新卒者募集 

 年間休日の増 

 ボーナス支給 

 経費削減、品質、安全第一とし、収益性アップ 

 就業規則の見直し 

 社会保険等の福利厚生 

 

○資本金 1千万以上億円未満 

 資格取得の援助 

 給与・ボーナスのUP 

 給与等の増額、休日の増加 

 特に若手職員の給料は毎年少額でも昇給し、家族手当も増額しました。 

 待遇改善の実施 

 有給休暇取得 

 決算賞与の支給 

 求人募集 

 新卒、中途採用共、常に行っている 

 確定拠出年金制度導入 

 能力制 

 ホームページ等の作成 

 日給制を日給月給制に変更した 

 福利厚生の充実 

 ハローワーク・民間絵入案内 

 基本給のアップ 

 ベースアップ 

 賃金をあげる 

 ハローワークへ求人の申請 

 会社説明会などへの参加 

 週休 2日制 

 年間休日数の増 
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 資格取得の為の学費援助 

 基本給などのベースアップ 

 経験不足でも賃金を上げる 

 若年者の定期採用・優秀技能者の中途採用 

 若年層の賃上げ 

 待遇面の見直し 

 職業安定所への申込 

 給料をあげる 

 求人案内 

 有給休暇取得率の向上 

 ボーナス支給額のアップ 

 社会保険の他、建退共及確定拠出年金の実施 

 資格取得による給与への反映 

 売上UP 

 新卒者と再雇用者の確保対策 

 ノー残業デーや代休・有給の推奨 

 賃金改定 

 振休をしっかり取る 

 ハローワークへ求人募集を続ける 

 給与・賃金・ボーナス 

 資格手当制度 

 定期的な昇給 

 インターンシップ 

 年間休日の設定・昇給制度・研修会 

 業界団体への人材情報確認 

 検討中 

 雇用保険事務所やインターネットなどで、職業別・年齢別・地域性などの年間収入の

平均は支給するように。 

 取引先等から情報収集、求めている人材であれば積極的に声をかけている。 

 昇給（年 1回）、賞与（年 2回）他 ※その他上記 2位に関し、週休 2日制を導入 

 研修（OJY、OFFJT） 

 週休 2日、週 40時間 

 有給休暇取得 

 期末手当の支給 

 給与の昇給 

 残業時間の低減、年間休日の増加 
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 資格取得の為の講習、知識をつける 

 学校訪問 

 やる気の人には賃金も多く払う 

 ホームページに会社案内を掲載している 

 賃金の見直し 

 基本給を上げた 

 ハローワークへの求人 

 残業ゼロ 

 ボーナス支給 

 就業規則の見直しを行なった。 

 作業服の 1クール毎支給等 

 ボーナス支給 

 資格取得者の賃金(手当）支給 

 ボーナスの支給 

 決算賞与の配給 

 初任給のアップ、ボーナスを出せる限り 

 社員間の好き、嫌いをなくす 

 ハローワークに出しても応募者が来ないので、人からの紹介を重要視している。 

 同業他社、前年度採用実績を参考にした 

 短期雇用でも社会保険加入 

 ハローワークから待っているだけではなく、他の窓口にも登録したり、市の面談会に

行く。 

 職場体験を積極的に受け入れている 

 有給休暇の充実と賃金のアップ、福利厚生の充実 

 学生求人の斡旋 

 ハローワークの活用 

 ボーナス年 3回支給 

 企業説明会等の参加 

 有休等の管理 

 業績の良い時は期末賞与を支給している 

 昇給 

 職安への求人広告 

 好待遇となる様努力している 

 残業等を減らす 

 仕事のやりがいであるが、求人等でのアピールはしていない。 

 コミュニケーション 
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 近年、景気も上向いているので（当社含め）、昇給や賞与を対前年比プラスで支給し

ている 

 賃金の見直し 

 賃金水準の動向調査を行い、できるだけ合わせるようにしている。 

 給与を引き上げた 

 本業のみならず、CSR活動を行い、社会自体に貢献していること 

 賃金アップ 

 給与の見直し等 

 以前より高卒初任給の額を上げた 

 基本給の昇給 

 社会保険等の福利厚生等への加入 

 月に 1度土曜日を休み 

 子育支援・婚活 

 ハローワークを通しての求人広告 

 ハローワークに求人募集 

 社員研修の強化 

 募集条件（給与面）変更 

 若干基本給を上げた 

 地域貢献 

 コスト（原価）管理 

 給与・ボーナスの見直し 

 福利厚生に力を入れている 

 新卒者の給与増額 

 給与の増額 

 会社への貢献度に応じ報奨金がある 

 就職サイト等への掲載 

 工事高ＵＰ 

 ホームページ作成・インターンシップの受入れ 

 資格取得者への手当増 

 給与・賃金・ボーナス 

 高めの賃金で求人募集中 

 給与・賃金・ボーナス 

 新規雇用時の給与面他待遇の考慮と入社後の資格に関する講習会等の早期受講 

 決算手当、資格手当等の支給、有給休暇の充実等 

 表彰制度、目標達成に対する評価制度 

 宣伝媒体などによる募集 
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 資格取得 

 固定賃金のアップ・技術者報奨金制度 

 業務量を減らし、収入を増やしている。 

 ホームページ、会社案内のリニューアル、会社説明会への参加 

 決算賞与支給（6月） 

 週休 2日制 

 賃金・ボーナス等の増加 

 ボーナスは会社の利益に応じてなるべく支給するようにしている。 

 有給休暇や早退などの取得しやすい環境づくり 

 技能・技術の取得に対して社会負担 

 可能な限り有給休暇・週休二日などの休日確保 

 給与の見直しを行った。 

 出来るだけ本人の希望に添える様、年齢・資格等を重視して決めるようにしている。 

 出来るだけ本人の希望に添える様、年齢・資格等を重視して決めるようにしている。 

 休日出勤の代休取得やノー残業デー実施等の環境整備 

 社員の待遇の改善 

 交替での休日取得を促している 

 入社と同週内に入会しています 

 従業員に紹介してもらう。ハローワーク。 

 従業員にとって居心地の良い職場となるよう努めている 

 仕事のやりがい 

 今年度休日を増やし新たに規定を作る 

 働きやすい職場へするための社内アンケート等 

 社外左官職人に従業員の指導をお願いしている。社外研修の参加費用及び賃金を負

担している。 

 ・資格取得制度・社員教育 

 特別手当を支給している 

 ベースアップによるモチベーションの向上 

 定期昇給、有給休暇所得 

 ハローワークやインターネットで年収ラボなどで世間の平均年収に合わせている 

 経営基盤の充実 

 ノー残業デーを設けている 

 休暇の推奨・ベースアップ 

 賃金改定や資格費用の負担 

 給与体系の改訂 

 採用情報の発信・インターンシップ実施 



144 

 

 ハローワークへ求人案内 

 ハローワーク求人等 

 新卒者への求人案内、教育実習生の受け入れ 

 昇給は少額でも 1年に 1回はしています。 

 就業規則の見直しを行い、賃金、休日等を増やした 

 従業員への利益の還元 

 資格取得・講習会参加を積極的に行っています 

 健全経営 

 職業安定所への求人 

 新卒の雇用（募集）初任給のアップ 

 学生等の職業体験（インターン） 

 基本給のベースアップ 

 他社より高いと思う 

 求人情報誌の活用 

 社外研修 

 インターネット求人（センスのある） 

 キャリアアップ 

 求人情報サイトへの掲載 

 変形週休 2日制 

 外部の講師を招いての社員教育 

 それ相当に対応している 

 ハローワークでの求人 

 ハローワーク 

 給料・賃金のアップ 

 隔週で週休 2日を取得する努力 

 10～20％の賃金アップ、諸手当の充実 

 通常より 1割くらい多く支払っている 

 昇給・継続雇用 

 技能職員の正社員化、日給から月給へ 

 会社指定休の設定 

 8月、12月のボーナス支給 

 早出・遠出等の手当をつける 

 決算賞与など 

 給与やボーナスの引き上げを行った 
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○資本金 1億円以上 

 若年層のベースアップ・ボーナスの増額 

 給与・賃金・ボーナス 

 社内教育 

 OBの再雇入れ 

 働き方改革のプロジェクトのチームを発足 

 

問 15 週休 2日制の導入に必要なこと 週休 2日制の導入に必要なことは何ですか、に

関する自由回答一覧 

 

○資本金 0円、未記入 

 自分の自由な時間 

 人材の確保 

 受注単価の上昇と人材確保 

 利益増 

 会社の規模 

 安定した人員と仕事 

 週休 2日制を前提とした工事の発注 

 どうしても現場が休めないときはどうするか 

 工期（特に民間工事の展望がない） 

 技術者の確保 

 現在、日曜と雨の日を休みにしてトータルすると週休 2 日並の休みになるので完全

土日とかはむずかしい。 

 人材確保・育成 

 健康の維持を保つ 

 作業員からの要望など 

 

○資本金 1千万円未満 

 収益性 

 単価の UP・工期平準化 

 現在月 6日休制（月 2回土・日休）を導入している。2日分は給与に反映させていま

す。 

 給与 

 工程の日程や取引先の無理な注文等、安心して休み・取引出来ればいいんですが・・・。 

 交代で休むための人材と福利厚生 

 元請業者又は施主の理解が不可欠であるが、理解を得るのがむずかしい。 
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 身体を休めたい 

 現在隔週にて週休 2 日制だが、現状は仕事が忙しいなら、給与も上がるので出勤し

たいとの要望有りで、土曜完全休みとすれば会社全体の強さが必要となる（資金面） 

 経費 

 単価のアップ 

 仕事の生産性向上 

 工期 

 建築業界の物価本による単価の見直し。 

 特になし 

 工期の延長 

 運転資金 

 建築本体が変わる事 

 発注者の強力な指導と受注単価の底上げ 

 工期の延長 

 作業の効率化 

 社会全体の休むことへの理解 

 建設工事の工期を眺めに設定、書類作成期間も含む 

 工程管理の簡素化・生産性の向上・各人の勤務内容の見直し・省略化等 

 職種により無理がある 

 ゆとりを持った工程計画の実施 

 効率良く仕事を進める 

 人員と資金の余裕 

 効率化 

 賃金 

 人材が必要 

 人と時間とお金 

 就業時間の有効活用（スケジュール管理含） 

 昇給 

 お客様が休みでないので休みにくい 

 売上高の確保 

 現在日給だが月給にして、安定的な売上があること 

 日給が減る分の給与のアップ 

 粗利 

 現場の元請会社によって休日の取り方が違う為、元請会社が週休 2 日制を導入しな

い限り難しいと思われる。 

 企業経営の安定 
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 労務費の設計単価の向上 

 安定した仕事(利益）の確保 

 特にない 

 人材の確保 

 仕事先と同じになる事（個人は土日関係なし） 

 特になし 

 仕事の平準化、年間●動率の低下に伴う作業単価の改善 

 建設業界における働き方改革（官民） 

 業務の効率化と利益率の向上 

 受注物件の工程管理 

 需要価格が上がること・技術者の増員 

 賃金の安定 

 週休 2日制には大賛成ですが、下請けの立場から物言えず、国・県で指導し、完全 2

日制を望む。 

 建設業全体の工期・単価の引上げ・人不足 

 不明 

 人材の確保 

 現場の進捗 

 人材確保がまず必要です。 

 わからない 

 仕事の効率化 

 工期の問題 

 仕事の安定 

 特にない 

 工期の長期化 

 しっかりとした組織にすること。 

 人材の確保・利益の確保 

 人員の確保・受注金額の増額 

 作業効率等の改善 

 作業員からの要望など 

 会社全体の生産性の向上と人材の確保が重要になってくると思われる 

 適正な工期 

 発注者による工事の経費率アップもしくは労務単価のアップ 

 従業員の増加・労務賃金の底上げ 

 工事単価の上昇 

 単価のアップ 
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 人材及び工事受注 

 作業員の確保と現場の段取調整の徹底 

 仕事が年度末に集中せず、年を通してコンスタントに仕事があること 

 会社の経営を安定すべく工事の適正受注とゆとりある工期設定 

 ゆとりある売上、利益 

 賃金の保障 

 現場のスケジュールが調整可能であるかどうか。 

 完全に休める体制の確立（名目上の週休に止まらず） 

 建設業界全体での取組み 

 設計単価の上増し 

 生産性の向上 

 各現場において、作業が滞ることのないように対応できる人材の育成と配置 

 業務の効率化、施工単価の向上（賃金の維持） 

 労務単価の増額、部掛りの増額、経費の増額。 

 コストアップに対する値上げ、工期を長くする 

 

○資本金 1千万以上億円未満 

 賃金水準を引上げる必要。仕事の平準化 

 生産性の向上 

 周辺環境による導入（現実的に休めない） 

 施工時期の平準化と諸経費率のアップ 

 下請の理解（日給労働者の問題）、顧客の理解（工期設定など） 

 仕事に余裕があればいい 

 工期設定と発注者の理解 

 有休・作業の時間短縮 

 雨が降らない事（降っても作業ができる事） 

 最低価格が上がれば利益も上がるし、無理な仕事が少なく週休 2日制を導入できる 

 雇用者の増員 

 人員の確保・利益の確保 

 年度末に集中する工事の分散化 

 わからない 

 社内規定する事 

 効率化 

 公共工事等受注契約時に工期や受注額等、週休 2 日制で対応出来る期間や金額にし

てほしい。 

 元請（ゼネコン）の現場状況次第 
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 仕事に追われない・人員の確保 

 社会的風潮により週休 2日制ができる環境にしていく事 

 建設工事単価の値上げ・発注量の増加・最低落札価格の値上げ 

 業務の均等化 

 すべての従業員を月給制にする 

 従業員技能レベルの向上及び契約単価の増額 

 工事発注者の週休 2日制 

 生産性の向上 

 労務費・経費のアップ 

 余裕のある工期 

 利益の拡大と社員の増員 

 元請会社さんが導入していないと休めないので交代で休ませる。 

 建設業の為適正な工期の確保 

 公共民間含めて全体での取り組み 

 余裕を持った工期の設定が必要 

 作業員の個別同意 

 工期の短縮 

 日当り単価の値上げ、単純に 1.2倍 

 公共工事の工期・元請の理解 

 工期が課題となる 

 賃金の上昇・土曜日建設現場中止 

 元請を含め全体が週休 2日制となる事 

 週休 2日にしても財務内容に影響がないこと 

 給与の確保・工期（施工日）の確保 

 発注者側の適正工期の設定・労務単価アップ 

 特になし 

 余裕のある工期設定（日数だけで無く現場での施工可能な日数）・適切な利益の確保 

 工期のゆとり・最低落札価格の引き上げ 

 建設業界の元請であるゼネコンが率先すること 

 工期の適正化 

 公共工事労務単価のアップ 

 特になし 

 なし 

 平日に仕事が予定通りいく様に準備を怠らない 

 他社も週休 2日制であること 

 4～8 月は完全実施済、9～12 月は隔週で実施済だが、現場によっては土日しか施行
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できない場合もある。従って割増手当や代休の制度を充実させる必要がある。 

 利益の確保 

 下請作業員の月給制導入 

 元請の工期への理解 

 余裕ある工期 

 年間の営業日の見直しが必要 

 工期 

 業務発注量の平準化 

 発注者の理解 

 従業員数・賃金 

 行政の取組（公共工事を土曜日に絶対やらせない） 

 元請企業の週休 2日制の導入 

 人材の確保 

 賃金の確保・工期の余裕 

 お客様の理解（特に工期） 

 工期が厳しい時に問題が生じる 

 現場施工状況に伴う工程管理 

 行程表通りに進行するよう組織体制の強化・報連相の徹底 

 36協定を相互確認。繁忙期には残業あるなどの承諾が必要 

 業界全体での取組み 

 役所・民間の両方における単価の上昇、及び工期 

 仕事の効率を上げること。新規雇用すること。 

 受注（売上）に対して人材が不足している為、人材の確保ができれば週休 2 日制の

導入も検討可能。 

 フレックスタイムの導入検討、又は休日当番制 

 業務の効率化 

 家族の交流の場及び趣味の活用 

 公共工事の下請がメインの為、工事期間が週休二日を見込んだ工期にならなければ

難しいと思います。 

 業務効率化、生産性向上等による工期短縮 

 十分な受注単価と労働力 

 民間への周知 

 設計単価の上昇、工事発注の平準化 

 仕事内容の合理化 

 現状は、休日（土曜・日曜）でも休日出勤となる現場がある。人材確保が最も必要と

考えられる。 
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 機械化による省力化によって作業時間を減らすこと 

 人材確保・人数を増やす 

 計画的な作業方法の実施 

 一年間を通じて受注ができる事、それに応じて利益がある事 

 労働力 

 工期の変更、単価の UP 

 社会保険導入と同じように必然的なものとするしくみを作る。 

 特になし 

 業務の効率化 

 高いレベルと意識をもって仕事を遂行できるかどうか 

 余裕ある工期、出勤日数が減っても十分な賃金がある。 

 会社の取組方法・積極性 

 発注者、施主側の理解がなければ無理 

 会社の利益 

 受注工期に関して、週休 2日制導入は、現段階で不可能である。 

 人材の確保 

 適正工期・工事単価のUP 

 賃金の確保 

 業務を適切に配分すること 

 そもそも必要と思ってない。 

 従業員の交代要員確保。顧客、取引先への周知、理解。 

 施工単価をアップし、作業量を減らす。 

 業界全体での導入 

 まずは会社の利益、そして従業員の安定収入の確保 

 雨天時に作業をしない事があるので、完全週休 2日制は勤務日数が少なくなる。 

 労務単価を上げる 

 安定した受注 

 先ずは、公共工事発注について平準化をお願いしたい。 

 ①現場が実施すること②施工単価のアップ 

 安定した仕事の確保、日給作業員の賃上げ 

 作業の効率アップ、仕事量の平均化 

 発注工事の工期に土日休みが計画されること。 

 給与・賃金の安定 

 生産性が落ちる。その経営的な負担を誰が持つのか？国際競争力が問われているの

にその対応は？ 

 人材確保 
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 公共事業の発注時期の均等化 

 顧客の理解 

 国全体で土日の工事現場を閉めない限り、建設業の下請けはなかなか休めない。公共

工事の現場など工期が厳しいので日曜日も出る事がある。 

 仕事量とのバランスを考えなくてはいけない。日給者への対応（週休 2 日制になる

と賃金が減るため） 

 人員の補充と売上増加 

 官公庁の指導 

 1.実際の現場にあった適正な歩掛・単価、2.管理に対する負担の削減 

 平日の生産性を上げること 

 休日出勤による残業増で割増アップで資金難 

 工事受注の平準化 

 平準的な工事発注 

 計画的な工事の作業及び安定した工事の受注 

 人材の確保 

 ルールの一本化 

 人材確保 

 心身の休養 

 週休 2日制が重要とは考えていない 

 人材の確保 

 人材の確保 

 作業効率と利益の確保 

 技術者の確保・安定した経営 

 人材 

 賃金改定と現場においての工期、その経費 

 月間カレンダーで休日を指定する 

 従業員数 

 仕事のはかどり方 

 建設業においては、気候や天候に左右されることが多いため、完全週休 2 日制度を

導入することは難しい部分があります。 

 工期の余裕 

 工事の発注価格が上昇すること 

 年間を通して安定した工事の受注 

 従業員の理解 

 確実に週休 2日が行なえる体制作り。 

 年間変形週 40時間を実施している 



153 

 

 工期内に完工する事が第 1 なので、週休 2 日制となると、技術者を 1 現場に 2 名配

置にするか、工期を延ばす以外ないと思います。 

 提出書類の削減 

 収益アップ 

 余裕工期 

 公共団体からの発注の工期を週休 2 日制で考えること。実際は土曜も施工すること

が多いので国レベルで統一させること。 

 受注単価の上昇 

 1月当たりの賃金総額を下げない事。公共、民間の区別なく導入する事。 

 経営状況、経営者の理解、元請の体制、各個人の考え 

 工程管理・協力会社との調整 

 発注者の工期設定時における理解 

 作業員の増強 

 工期の適正化 

 雨天休日の対策 

 週休 2日するほど工程に余裕がない 

 労務単価の引き上げ・余裕工期の設定 

 発注者やお客様方の理解が得られるか？ 

 人員確保と売上増益 

 人材の安定、仕事の効率化、社会全体的に週休 2日制の実施 

 身体を休めたい 

 月 2週休 2日制を導入している 

 仕事上週休 2日制は好まない（余暇が多いとギャンブルとか金を使う） 

 日給制の為、休日手当がつくのでなかなか休みをとらない状況です。 

 従業員数の充実 

 労務費のＵＰ（設計単価） 

 工事作業所の土日作業を完全休みにする 

 建設現場ではまだ無理がある。事務系はＯＫ 

 業界全体での取組 

 人材の確保と工程管理の為の指導 

 工事発注の平準化・早期発注 

 余裕のある工期・工事金額 

 適正な工期の確保・経費の見直し 

 工期と必要経費の確保 

 余裕を見込んだ工期設定・労務単価の向上（賃金アップ） 

 売上げが下がる 
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 工事工程の見直し 

 外注へ発注 

 発注者、監理事務所との協議による余裕のある工程の設定及び適正な人員配置 

 従業員からの要望がないので 

 売上と給与のバランス 

 既に、変則的な週休 2日を導入しているが、給与とのバランスが大事と思います。 

 給与の増額 

 従業員の充足率 

 工事の発注時期と適正工期の設定 

 人材 

 人員を増やす 

 売上と利益の確保。また、余裕のある工期。 

 建設業界全体で考える 

 適正工期・施工単価上昇 

 適切な作業量と配置、利益確保 

 工期の余裕・賃金確保 

 給与 

 工期の余裕 

 発注者による工事の経費率のアップもしくは労務単価のアップ 

 発注業務の平準化 

 工期延長 

 工期との兼ね合い・日給月給者の賃金が労働日数が減ることにより少なくなる 

 今でも工期内完了が厳しい現場があるので工期に余裕が欲しい 

 利益を確保する事。 

 会社カレンダーにより休日をとる（第 2、第 4土曜日休み）日曜、祝日を休みとして

いますが、休んだら次の仕事にさしつかえると言い、ベテラン組は自己出勤をしてい

る。他の所も休んでほしい!! 

 工事工期の緩和 

 工事金の拡大 

 工事の平準化と従業員数増加 

 工期との関係性 

 適切な作業量と配置、利益確保 

 賃金体制を月給に変えること。かなりハードルが高い。作業等天候に左右されるの

で、現場管理等がむずかしい。 

 安定した受注 

 業務負担の軽減 
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 建設業全体の足並が揃う事 

 労務単価の向上と適正な工期 

 賃金アップと人材確保 

 週休 2日にして 1年間まかなえる営業利益 

 厳しい工期の現場や天候の問題もあるので適切な工期の設定。日給月給の方は収入

が減ってしまうので賃金の確保。 

 年度末等、工事時の集中と工期が短いことが緩和され、平均的に工事の発注が行なわ

れることや十分な人材が確保できること 

 熟練作業員の確保、工期の延長 

 特に建設業は忙しい時期が集中して来るので、週休 2 日制が取れ無い時は代休とい

う形で休日を補う。 

 特に建設業は忙しい時期が集中して来るので、週休 2 日制が取れ無い時は代休とい

う形で休日を補う。 

 技術者の人数確保 

 作業員からの要望など 

 仕事の平準化 

 労務費のアップと工期の適正化 

 業界全体として取り組むべき（公共と民間） 

 工期と請負金額の確保 

 土木工事の場合、工事の内容で雨天時に、作業できず休日になることが多々あるた

め、このことを解消できてからの検討だと思います。 

 人材の確保 

 増収・増益・増員 

 技能者等の人材確保と受注金額のベースアップ 

 労務単価を上げる。強制的に業界への実施指導。工期への導入。 

 人材確保と作業効率。一人あたりの生産性を上げる。 

 人員の確保 

 仕事の効率をあげるため人材確保が必要 

 業務の効率化 

 間接費が上昇するため、それに対する適正な工期や価格を設定していただきたい。 

 納期・利益 

 従業員の為の活力化を計る為 

 労務単価の引き上げ。工期の柔軟性。人材確保。 

 ・十分な技術者・技能者の確保・十分な利益確保 

 ①労務単価のさらなるアップが必要。年度末工期の再検討 

 年度末工期の延長 
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 官民一体での取組、全ての工事を週休 2日制にする 

 現場工程の見直し 

 ゆとりある工程、請負金（業界全体的に） 

 多忙期の対策 

 月給制、工事経費増、適正工期 

 労務士と顧問契約して、1年単価の変形労働時間制にしている。 

 安定した賃金の確保 

 工期に余裕が必要 

 従業員の心身のリフレッシュが必要であり、在籍率も上がり仕事の効率が良くなる

と思う。 

 業界自体の変革 

 適正な工事単価の確保 

 ゆとりある工期・提出書類の簡素化 

 公共発注時期の平準化 

 余裕ある工期設定 

 発注者からの週休 2日制に応じた適正な工事期間の設定 

 施工時期等の平準化、週休 2日制に支払う労務費の確保 

 工程管理、経験技術者の確保、作業者の増員 

 建設業界全体の取り組み 

 人材確保、スケジュール管理 

 休日出勤をする人が多いです。 

 現場の進捗状況や天候に左右されるため、休日を固定できない。 

 人材に余裕があること。 

 発注先（国や自治体）の明確な導入指導がなければ、建設業は無理です。現状でも学

校関連の工事など工期はあるのに学校の都合で無理な工期短縮、休日出勤など当た

り前の状況です。 

 年間工事の平準化 

 工事期間の設定の長期化、長期化に対する諸経費率のアップ 

 工事の発注が年間通して均等であること 

 人員の確保 

 日給労働者の理解 

 人材の確保 

 会社が十分な利益を出し、工期（納期）の融通が利く 

 人員の割当て（勤務日数） 

 建設業は、発注者の工期と天候に左右されるので大変むずかしい所だと思う。 

 業者間の連携 
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 売上・人材の確保 

 従業員との話合い 

 労務費の設計単価及び各種経費率を上げる。 

 人材の確保 

 工事の適正な時期の発注及び工期 

 発注者側の理解、余裕のある工期（長期化）や賃金単価をアップしなければいけない

と考えます。 

 利益率の向上 

 公的機関の指導 

 発注者の理解、業界の足並み 

 余裕ある工期の設定 

 人材確保と個々の生産性 

 実施可能な工期の設定 

 建設業全体の環境問題、発注者の取り組み、なるべくという形では実現しない 

 休養 

 適正工期・工事単価 

 工期に天気、休日も見込んで下さい 

 現在は仕事の進捗・繁閑によって週休 2日としている。下請けの多い当社では週休 2

日は元請の状況による。 

 適正な工期と経費の確保 

 従業員の給与アップ、人員増 

 余裕をもった工程の確保 

 現場での工程上、安全管理上の制約がない場合は週休二日となるように努力してい

ます。 

 雨天 

 発注された工期に余裕があること 

 人材の確保 

 仕事量の調整 

 工期延長の工事成績への影響 

 早期発注・適正工期 

 給与の昇給、余裕工期の設定 

 現状お客様相手の仕事では難しい。 

 季節により仕事のバラツキが大きい為、変形労働時間制を採用している（土曜日、隔

週休） 

 ゆとりのある人員確保、週休 2日に適した工期の確保 

 天気 
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 土曜日の仕事の要望がなくなる事 

 建築、土木現場の工期を延ばす。 

 余裕のある工期での発注 

 建設物価（単価）の向上 

 

○資本金 1億円以上 

 労務単価のアップ 

 週休二日を前提とした適正な工期 

 賃金の上昇、特に専門職さんの日当アップ。土日休んでもそれなりの月収となるよう

に。 

 公共工事における工期 

 建設業全体での取組（当社は下請が主なので） 

 事務方は週休 2 日制でも、現場はなかなか土曜は休めないので、余裕のある工期設

定、専門業者さんの賃金アップが必要 

 社内外の書類の簡素化や ICTの活用による生産性の向上 

 

問 20 建設業に対する支援策等についての自由意見一覧 

 

○資本金 0円、未記入 

 専門工程の分離発注、県内工事業者への発注の促進等、全てが重要と考えます。 

 すべての業界でも同じ事で、利益が潤沢にあれば、手当も出せるし、人も集まる。佐

賀県は民間需要は少ないのだから県単のアップが全て。 

 屋根工事業は工場勤務の様に時間・休日・給与等々安定していない。それでも物作り

に興味があってその気持ちを優先したいと思う人が増えてくれたらと思います。 

 

○資本金 1千万円未満 

 公共事業をされる業者でも、管理技工がが０というのが多くみられる。公共にたずさ

わる仕事をするのであれば資格は必須条件なのに現在は必須ではない。必須になり、

資格をもっている人を優遇し助成すれば、建設業の向上につながり、人材育成にもな

る。 

 1つの現場で単価のたたきあい！体力勝負ですね。過剰な安全協力費や支払いの長い

手形、意味不明な値引や端数値引等々 

 建設業への新規就労者への助成等 

 特にありません 

 若い人では、4ｔ車の運転も中型免許を取らないといけない。当社では、中型免許取

得をしてもらった。給与ＵＰ（日給→月給）、免許取得も会社負担にて、他の従業員
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にも理解してもらい、昼間に自動車学校。今の若い人は 4ｔ車に乗りたくても、中型

免許をとらないといけない現状。支援があれば、建設業全体に若い 20代前半も働き

手が増すのではないかと思う。 

 公共工事設計労務単価が国土交通省から発行されていますが、鉄骨工の単価がいつ

も安いと感じます。建設業の中では、資格は多く必要な業種だと思いますが、納得で

きません。 

 技術の楽しさを伝えて頂きたい。 

 我々専門工事業はゼネコンのような知名度もＰＲ力もないので、求人を出しても応

募がありません。NHK の「プロフェッショナル」という番組のような VTR を作成

して、技術職の良さを学校等で PRして頂けたら助かります。 

 特になし 

 発注を冬場に集中するのでなく、年間均等にするのが必須です。 

 弊社のような小規模事業所においても、女性技術者雇用に向けた支援策には、もっと

積極的に取り組んでいきたい。 

 特になし 

 なし 

 特になし 

 労務費の設計単価が安すぎる為、若年者が希望しづらい。 

 建設業は仕事の出来形できまり、期間があるため、休日よりも完了日を優先している

ので週休 2 日制を確実にできる建設業はないと思う。あるとすれば元請けか、その

下位で現場員作業者は別ものである。 

 他業種に比べて、肉体的にも精神的にも労働者への負担の多い建設業に対する社会、

また若き労働者への負のイメージの払拭と、それに見合う対価への支援。そして、そ

の支援が搾取される事が無い様なクリーンな体制を整える支援。 

 特に無し 

 公共事業が大きな企業にかたよりすぎ。もう少し小規模に分割化してもらいたい。経

営事項審査に出したくなくなります。年に 1回もなし。 

 資格取得のための助成をお願いしたい。 

 なし 

 ハローワークを通しての若者の就職希望者が以前より少なくなってきて、技術者の

存続も厳しいのは佐賀県だけでなく建設業全体の今後の大きな課題と思います。 

 特にありません。 

 売上げがあれば誰でも入札に入れるように利権やしがらみが無くなると良いと思

う。 

 下請けは厳しい。ゆとりある予算組みをして欲しい。 

 今の建設業者は、高齢化が進んでおり、若い方（20代・10代）の確保には、まず給
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与・ボーナス等の充実、休日労働時間等の充実を望んでいる人が多く、今の設計単価

や経費では充分ではないので、今後は改良していただきたい。 

 

○資本金 1千万以上億円未満 

 近年の若い方は収入より休日を優先されている様に思います。現在の建設業界は仕

事の波が大きく、又、自然災害にも大きく左右されると思います。若い方に務めても

らうには仕事の波をへらし、賃金を上げ、休日を増やすしかないのかと思います。自

分勝手の様ですが、実際そうしても中小企業においては、求人に対する応募がないの

が、実態だと思います。 

 高校卒の採用がかなり難しくなってきておりますので、県内企業への就職を促進す

るような取組みの強化をお願い致します。 

 若手技術者の育成に会社として努力しているが、発注者（担当者）にも意識を持って

もらいたい。 

 特になし 

 資格取得をして、自信と誇りを持って仕事に取り組める業界になって、若い人材にも

興味を持ってもらえる様、又、建設業に携わってもらえる様、支援策を考えてほし

い。 

 許・認可の簡素化 

 1.発注の平均化（年間を通して）をお願い致します。.現場代理人・主任技術者の緩和

措置が解かりにくいです。 

 現在の支援で充分だと思います。 

 ・地元の高校生が地元企業に就職するように働きかけてほしい。県外での就職が多

い。・建設業をテレビや新聞などでもっとＰＲしてほしい。 

 問 19にも書きましたが、理由として若手育成に時間を要する業種だというところが

あります。離職率の高さは大きな企業負担となるため積極的な若年者雇用が出来る

ような直接的な支援があればありがたいと思います。 

 無し 

 ・社会資本整備予算の中・長期計画の提示及び労務単価の更なるアップ。・県職員の

現場知識（作業手順・現場状況等）のアップ。 

 資格取得に対する補助金等の支援をお願いします。 

 土木施工管理技士試験の年 1 回実施から年 2 回実施へ。受験資格の実務経験年数短

縮等を国へ要望して頂きたい。 

 即戦力にならない人材でも、簡単に解雇することができず、人件費の負担が大きいで

す。継続雇用（3年以上）に対する助成金の検討をお願いします。 

 雇用促進や資格取得のための助成制度による支援 

 造園協会・組合でも技術伝承・インターンシップ等については実施はされてありま
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す。あまり参考になる回答ではなかったのですが宜しくお願いします。 

 問 19の８ですが、業界内の過当競争という面もあります。 

 ナシ 

 県、発注機関、建設関連団体が共に建設業のイメージアップに務めて、建設関連で働

く者の誇りを取り戻す。 

 コンサル業者の業務受注制限はやめてほしい。ますます佐賀県内の技術者が育たな

くなるばかりか、会社の経営も危うくなる。人材を雇用するも育てるも利益が出ない

のはできない。 

 経審や入札制度が厳しくなるなかで、大・小企業の温度差は当然あります。人材の確

保・育成を優先できるようお願いしたいです。 

 県内小規模事業への就職がかなり厳しいと思う。個々の企業努力も必要と思うが、や

はり県外へ学びを含め、出る生徒が多い。県内に若者を留めておく為にも、専門的な

学校等が必要と思う。安定した人材の供給が可能になれば、企業誘致の可能性も広が

ると思う。 

 建設業は、廃業すると 1/2 の従業員等が独立したりして技術やノウハウが分散しや

すいので、合併や廃業者への事業継続の支援を通じて雇用が維持されるともっと人

が定着すると思う。 

 私個人としては、新卒者を雇用する場合に保護者さんたちが建設業界へあまりよい

イメージをもってないため、子供さんたちが建設業への就職をためらう傾向がある

ように思う。 

 県発注の工事、B等級、C等級（電気工事）がもう少し増えてほしい。 

 建設業が汚れる・休日が少ない・残業が多い事で新規人員不足が多くある。官庁工事

では、官庁職員の残業減らしの為に、外注業者への書類が増え、賃金は同じで仕事量

が増えている。設計事務所の知人に聞いても、現状維持で精一杯で、自分達の代で廃

業の考えが 95％以上ある。また官庁工事は発受注のムラがありすぎるので、仕事無

い所は人員削減しかないと思う。 

 ハローワークにて、施工関係（管工事）のサポート急募するも、なかなか求人が来な

い。もっと PRお願いします。 

 地域毎の仕事発注の平準化を強く支援していただきたい!! 

 加点とならない技術的所見の履行義務を無くして頂きたい。 

 建設事業予算の増額 

 資格取得の為の講習の安価等、できたら講習を多く受けれる様、講習会を増やしてほ

しい。 

 2,30 代で塗装業にやりがいや魅力を感じている人はとても少ないと思います。求人

を出しても問い合わせはありません。 

 一定期間、県発注工事のお金が十分に若い職人(技術者）に届く用チェックする。（社
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会主義的ですが）団塊の世代が抜けるまで・・・。若い技術者、オペの者にスマホを

いじらせすぎない。 

 当社は、専門工事業者です。元請会社への指導・教育がなされ、元請会社からの支援

がなされる事を望む。 

 特になし 

 特にありません。 

 講習会・セミナー等、唐津の会場で開催してもらえると助かります。 

 「SAGAものスゴ」によるものづくりの大切さ等の周知広報等は大変良いです。 

 下請け業者に聞き込み調査したのか？実態調査を自分の目・耳で感じて欲しい。若手

技術者は大半が都心に人材が持って行かれている状況。 

 建設業の元請はそれぞれ決まった協力業者を持っているので、1つのグループとして

学校に PRに行くチャンスを与え、県はそのような取組みに助成する。すぐに就職に

結びつかなくても、再就職の時に思い出してくれる事が今後の建設業の発展につな

がる。 

 入札案件が少なすぎて計画的な経営が困難である。 

 別にありません 

 県立工業系高等学校等に管設備学科を新規に採用して、管工事部門への生徒及び父

兄会、保護者会の関心度が高くなるような対策を講じて頂きたい。 

 経営は個人のやり方だと思いますが、作業事態これからも変わることはないので、汗

を流して働こうと云う若い人を入社させる為にも考えていきたいと思います。 

 入札制度の簡素化 

 工事発注の季節変動をなくし、平準化を願うのみ。 

 人員がどうしても必要だったりするので補助金等の支援をもっとふやしてほしい。 

 県や市からの工事発注が少ない為、人材確保ｅｔｃより今後どうなるかが不安。今の

所、トンネル工事の下請をさせて頂いてるが、工事が完了した後、佐賀県からの工事

発注を期待します。 

 建設業全体のイメージアップも重要だが、ライフラインを担う管工事業を目指す若

者が増えるように学校やハローワークへ働きかけをしてもらいたい。 

 なし 

 特になし 

 各地域よっての工事数の割合をどうにかしてほしい。 

 若手労働者を雇用したくても、建設業には魅力が無く、人材が集まらない。なぜか？

年間の年収は、公務員並を出せない。だとすると設計単価・労務費ＵＰをお願いする

しかない。 

 施設・設備等の助成金。（老朽化した機械などの更新も含む） 

 若者の県外就職が多い為、建設業も含めた県内企業就職者に対し、経済的支援・助成
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ができないか？！ 

 公共工事における現場の週休 2日制の早期実現 

 若年層が魅力を感じられるような職業イメージの向上につながるサポートをお願い

したい。 

 下請け工事でも、設計単価（直接工事費）と遜色がない工事費を頂ける様に頑張りた

いと思います。 

 建設業界と県土木事務所、農林事務所との間において締結している防災協定に基づ

き、活動（有明海漂着ごみ処理等）の実態と貢献についてもっとニュース（マスコ

ミ）、新聞等で取り上げられる様に支援して欲しい。 

 とにかく、建設業のイメージが悪いと思います。汚い・きつい・馬鹿でもできる・悪

しき団体との繋がりがあるんじゃないか？などの悪いイメージがついています。そ

ういった、イメージを親が子供に植えつけているように感じます。そういった、悪い

イメージを払拭できるような PR等を行ってほしいと思います。 

 業界諸団体と官公庁と教育機関が一緒になって、地域のインフラ維持整備と防災活

動をはじめ、将来の建設業の担い手を育てていく仕組みづくりをもっと進めていく

には、どのような方向・方法があるのかと考えております。 

 建設業全体が高齢化が進んでいます。次世代の人手が不足しております。 

 福利厚生費・保険加入の支援 

 若手技術者の数が少ないことも問題であるが、総合評価入札制度において、ベテラン

技術者個人への負担が高くなり過ぎている感がある（高い工事成績を取るために書

類作成に要する時間が多くなっている）。工事経験が多く、点数が高い技術者ほど休

む暇もなく働かざるを得ない。また、企業間の引抜きの対象にもなっている。工事成

績の獲得競争に疲れた技術者が退職すれば、新規受注もできなくなり若手を育てる

ための原資がなくなる。上記の理由から佐賀県版総合評価のような個々の技術者に

頼りすぎない入札制度の構築をお願いしたい。 

 問 19のその他に記入しましたが、建設業の担い手確保のため、佐賀県独自で若手（卒

業 5 年以内）配置した現場は現場管理費を 20 万/月等で見て頂きたい。中小零細企

業では雇用したいが出来ない現状な為。 

 これからもよろしくお願いします。 

 経営者自体が、建設業に魅力を感じず子孫に継がせたくないと思う時代です。（後継

者問題）建設業に魅力がないのは、公共工事の減少による利益率の減少、現場事務処

理の増大による残業。（現場は日暮れと共におわるが・・・）ここ数年の猛暑など過

酷な労働現場の実態。これで、建設業に来てくださいとはいえない。 

 現状の「くじ引き」による運任せの落札方式では、いつ、どのような工事が落札でき

るかわかりません。そのため、閑散期と繁忙期の目処が立たず、人材確保・育成の事

業計画も立てることができません。仕事の受注が安定し、年間を通して一定の仕事量
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を確保することが雇用の確保、次世代育成へと繋がります。佐賀土木管内の舗装工事

発注方法の見直しを切実に希望しております。よろしくお願い致します。 

 雇用確保・賃金アップのため、発注量の増大、発注価格の見直し 

 建設業を儲かる業種にして、異業種からでも人材が流れ込むような業界にして欲し

い。 

 今後建設業全体の人材を確保していくためにも労働環境や賃金の改善が必要であ

る。休日を増やし給与を引き上げるためにもまず会社が利益を得ないと不可能であ

る。そのためにも発注量の確保・予定価格や最低制限価格、労務単価の引き上げ・適

切な工期設定・過剰な残業をしないためにも書類の簡素化など様々な課題に前向き

に対応していかれることを期待する。 

 人手不足に関しては既に建設業に関してだけでなく国全体の大きな問題の様です。

なので、業界自体がよりよい環境を作る事がすぐに人手不足の解消に繋がるのか否

か良くわかりません。 

 総合評価方式の入札制度における知事表彰等の加点の廃止（工事成績で評価を受け

ている為） 

 現在、若年層の建設業離れが進んでおり、有資格者や経験の多い者からの技術継承が

できておりません。現場で仕事ができるようになるまで数年かかるので、技術者を育

てる為の助成金等を増やしていただけると、人材確保ができていくのではないかと

期待できると思います。３K のイメージが強すぎて、若者の親御さんも建設業に進

む事を勧めてはくれない時代です。バブル時代のように建設業はきつくても稼げる

し、やりがいのある職業だと思えるような時代になってくれないと今後厳しいと思

います。 

 県内に就職する学生が少ないと思う。大学はそもそも少ないし、特に高校生など県外

の大学・専門学校・就職が非常に多いと思う。建築・モノづくりを学ぶ専門的な学校・

施設があれば、県外放出も減り、また必要人材の確保が可能であれば、企業誘致にも

有利かと思う。現在は県内においてもほとんどの企業が人材不足を感じていると推

測される。引続き今回の様なアンケートを積極的に実施して頂き、県内企業各々がど

のような人材をどれだけ必要としているかを把握して頂き、需要と供給のバランス

の安定化を促進して頂ければ、必然と県自体の過疎化の歯止めにも繋がると思いま

す。 

 ①近年、国交省、県では建設業従事者が減少し、多種多様の施策を施していますが、

建設業を魅力ある業種へのスピードアップが、官民挙げて必要（入札制度、野外での

過酷な作業に対しての賃金（労務単価）評価、仕事の平準化） 

 いままで以上の担い手確保への取り組みをしていただきたい。 

 学生が就職先を決定する際、県内企業を優先して薦めて欲しい。 

 発注（受注）量を増やしてもらえれば、雇用の確保もしやすくなると思われます。不
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安定な現状では、中期的な人材育成にかける時間、費用はありません。 

 企業発展のためのあらゆる資格取得にかかる費用に対しての助成金の充実 

 人材が育っても、働く現場が無いと意味が無いので、工事発注量の増加と、発注時期

の平準化をお願いしたい。 

 アンケートの返事が遅くなりまして、すいません。アンケートに回答する事で、自社

を見つめ返すきっかけになりました。ありがとうございました。 

 人材育成、雇用の安定と言っても、仕事の発注が少なければ全ての対処がむずかしい

と思う。 

 ありません。 

 ・各種国家資格取得への講習および技能講習等への助成金支給額を拡大する。・後継

者育成および事業継承（M&Aを含む）を希望する企業を佐賀県が斡旋、紹介、仲介

等を行う。 

 若手の確保、人材育成を大きな問題としております。求人を毎年各工業系の高校に提

出しておりますが、中々応募者がおらず人材の確保に苦戦をしております。当社ホー

ムページも若者受けするよう、リニューアルの検討中ですが、建設業界全体が魅力あ

るものとして若者にアピールをすればと考えるうえで、行政側からもその後押し、若

手技術者に還元できる助成金等を検討して頂ければと考えます。 

 1.建設業の重要性をアピールして下さい。2.労務単価を上げて下さい。 

 ITを戦略的に活用している企業とそうでない企業との格差が、深刻化してきます（既

にかも…）。また、テクノロジーの転換期と言われて数年経った今でも、それらに必

要な、知識、人材、費用が不足しており、どう取り組めばよいのか、企業努力以外の

部分で、支援して頂ければと考えます。 

 非社員は社員より給料を倍にする。時給や日給は社員より倍にする。派遣会社だけが

もうかる仕組ではダメ。 

 農業従事者にあるような補助金制度をもっと積極的に取り組んで欲しい。 

 職人の技能伝承を行う学校を作って頂き、いろいろな人に技能伝承を行えるしくみ

を作って頂きたい。 

 偏りのない発注をお願いしたい。繁忙期と閑散期の差がありすぎて人員確保が困難

な状況です。 

 仕事の平準化 

 技能職をかかえている企業の等級審査への評価。現場管理のみで直営で施工を行わ

ない企業より、直営で施工する企業への発注（土木一式）。実際、災害等で作業を行

うのは、技能職の方々だから。技能職や重機、車両をかかえている企業を評価してほ

しい。 

 資格取得のための支援を強化してほしい。 

 社会通念から寒暑の中、現場で働く若手の人材は減少して行く一方と推測されます。
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どの業界も一緒と思いますが、現場技術は一朝一夕に身につくものではありません。

社会資本の継続的充実を考える時、企業努力はもちろんですが、官民一体となった対

策が必要と思います。先ずは労働対価U。 

 若者の建設業への就職が増える様な取組を真剣に行ってほしい。 

 

○資本金 1億円以上 

 人材確保については、今以上に建設業を志す子ども達が増えるよう、小中学生に対し

て建設業の魅力を発信願いたい。 

 資格取得のための助成金支援の更なる充実を期待しています。 

 教育機関との情報交換：高等学校（土木学科、建築学科）専門学校、大学を対象とし

た入職促進・PR。佐賀県と建設業協会協力でのイメージアップ活動を実施してもら

いたい。公共工事が何たるものか、インフラ整備の重要性について、広く多くの皆様

方の合意と支持を頂くよう発信して頂きたい。 
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資料編 

 

地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県）名簿 

 

委員 

大橋 弘 東京大学大学院経済学研究科 教授（座長） 

髙塚 明 佐賀県 県土整備部建設・技術課長 

高倉 秀昭 武雄市 総務部施設整備課長 

中島 博文 一般社団法人佐賀県建設業協会 専務理事 

伊藤 淳 一般社団法人全国建設業協会 専務理事 

秋山 寿徳 株式会社日刊建設通信新聞社 取締役編集局長 

横川 貢雄 株式会社日刊建設工業新聞社 取締役編集局長 

鈴木 敦 一般財団法人建設業情報管理センター 専務理事 

 

（敬称略） 
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佐賀県 全体図 

 

図表 県内の地域区分 

 

 

 

 

  

地域 自治体 地域 自治体
佐賀市 伊万里市
多久市 有田町
小城市 武雄市
神埼市 鹿島市
鳥栖市 嬉野市
吉野ヶ里町 大町町
基山町 江北町
上峰町 白石町
みやき町 太良町
唐津市
玄海町

中部

東部

北部

西部

南部

唐津市

佐賀市

武雄市

伊万里市

嬉野市

神埼市

鹿島市

白石町

多久市 小城市

太良町

鳥栖市

有田町

みやき町

玄海町

江北町

基山町

吉野ヶ里町

上峰町

大町町

北部

西部

中部

南部

東部
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現地視察時の行程表、議事録等 

 

地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県）現地視察 1日目行程 

 

  

11月21日（火）

9:55

12:00

12:20

14:00

16:00

20:00

地域建設産業あり方検討委員会（佐賀県）現地視察行程表

予定 行動内容

移動（飛行機） 羽田空港～佐賀空港

移動（バス） 佐賀空港～

ホテルチェックイン （休憩）

意見交換会

主な議題
・建設業の担い手確保（職場環境の向上、賃金の向上
等含む）
・生産性の向上（ＩＣＴ化、発注制度の見直し等含む）
※過疎地関係の議題も上記に含まれます。

現場視察① 有明海沿岸道路整備事務所（小城市芦刈町山王崎318番地1）

15:00

移動（バス） 現場視察①～ホテル（ホテルニューオータニ佐賀）

15:30

18:00

移動（ホテル内）

18:05

関係者懇談会
参加者
意見交換会メンバー及び地元協会関係者その他
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地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県）現地視察 2日目行程 

 

 

 

  

11月22日（水）

9:40

15:00

15:45

地域建設産業あり方検討委員会（佐賀県）現地視察行程表

予定 行動内容
（集合）

10:00
移動（バス） ホテル（ホテルニューオータニ佐賀）～現場視察②

現場視察② 松尾建設株式会社（佐賀県佐賀市多布施1丁目4-27）

11:30

移動（バス） 現場視察②～企業視察

13:00

移動（飛行機） 佐賀空港～羽田空港

企業視察 株式会社中野建設（佐賀県佐賀市水ヶ江二丁目11番23号）

14:30

移動（バス） 企業視察～佐賀空港
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地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県）現地視察 現場視察資料 
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地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県） 現地視察 

意見交換会 

 

日時：平成 29年 11月 21日（火）16時 00分  

場所：ホテルニューオータニ佐賀 3F天山の間      

 

次第 

 

１ 座長挨拶 

 

２ 意見交換 

 

 

【意見交換会でご議論・ご紹介いただきたいポイント】 
 

 佐賀県建設産業の課題 

 担い手の確保 

 働き方改革・待遇の改善 等 

 

 佐賀県、および県下の自治体はどのような支援を行っていくべきか。 

 計画的な業務量の確保 

 人材の確保・育成の支援 

 生産体制の改善（重層下請け構造の改善） 

 生産性向上の促進（IT活用等） 

 発注・契約方式の改善 

 技術系職員の確保・育成 等 

 

 県内事業者、業界団体はどのような取組を行っていくべきか。 

 社会保険への加入促進 

 若年入職者の獲得 

 入職者の適切な育成 

 生産性の向上（IT活用等）  等 

 

 その他 

 i-Constructionへの対応 等 
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地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県）現地視察 

意見交換会 議事録 

 

 佐賀県建設産業の課題 

 地域建設企業佐賀支店長 A：公共工事総額に占める市町村の構成比率が年々増加

していることから、佐賀県内の建設企業は市町村の受注や入札契約制度に重きを

置く必要が出てきている。懸念事項として、市町村の合併特例債が平成 33年 3月

で期限切れを迎えることが挙げられる。市町村公共投資額の減少に伴い、建設業は

今後とも厳しい状況に置かれるのではないか。 

 地域建設企業佐賀支店長 A：佐賀県では、売上高営業利益率6が他地域と比較して

高いことがわかる。これの主な要因は、役員報酬を抑え、内部留保に務めている企

業が多いということではないかと考える。実際に、佐賀県企業の自己資本比率は高

く、内部留保に務めている。銀行借入金が非常に少なく、企業の財務体質も健全で

ある。 

 

 佐賀県、および県下の自治体はどのような支援を行っていくべきか。 

 地域建設企業代表取締役社長 B：当社の取扱い業務は全て公共事業に依存してい

るため、人材確保に成功しても、仕事がなければ意味がない。入札契約制度の中で

競争原理を確保することも必要であるが、地域に建設業が残るような仕組みを考

える必要がある。佐賀県の建設予算が不明確である中で、事業計画を立てるのも難

しい。まず、予算の明確化と工事の継続的な発注をお願いしたい。 

 地域建設企業代表取締役社長 C：今後、担い手確保のためには建設業の労働環境を

改善することが重要であると考えている。例えば、書類の簡素化や労務費単価の改

正、夏季単価の導入等の取組を行うことで若年層の担い手確保に繋げていくべき

ではないか。 

 

 県内事業者、業界団体はどのような取組を行っていくべきか。 

 地域建設企業代表取締役社長 D：行政が年度予算で動いている限り、発注時期の平

準化は難しい。年間を通じて繁閑の差が発生してしまうのはやむを得ないため、繁

忙期には過去に建設業に携わったことのある経験者に一部の業務を手伝ってもら

う等の対処を行っている。 

 地元高等学校土木系学科教員 E：保護者の意見が子どもの進路に大きく影響する。

高等学校生は自身の保護者ほどマイナスイメージを持っていないが、保護者は子

どもが建設業に進むことに難色を示す傾向が強い。そのような中で、保護者のイメ

ージを刷新する必要がある。 

                                                   
6 総利益から販売費・一般管理費を除いた値。 
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 その他 

 地域建設企業代表取締役社長 F：地域にとって必要な仕事を行政が継続的に発注

し、技能者を育てる仕組みを作る必要がある。例えば、環境面の維持・改善という

名目で佐賀城堀端の業務を毎年発注し、技能者の経験値やスキルを蓄積すること

が求められる。地域にとって必要な作業に携われたという経験は技能者にとって

誇りになり、良い効果が得られるのではないかと考える。将来の建設予算について

は、不安である。緊急性の低い仕事は取り崩し、建設業も計画的に経営出来るよう

にした方がよいのではないか。 

 地元高等学校土木学科教員：建設業の技能職を選ぶ生徒は 1 年に 1 人いれば良い

程度である。土木の技能職では、目標となる資格がない点が難しい。学校教育の中

で生徒がキャリアプランを描けるよう、職種の方向性を見定める必要がある。 
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地域建設作業のあり方検討委員会（佐賀県） 現地視察 資料（佐賀県立唐津高校の動

向） 
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 地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県） 現地視察 

関係者懇談会 

 

日時：平成 29年 11月 21日（火）18時 00分  

場所：ホテルニューオータニ佐賀 2F有明の間      

 

次第 

 

 

１ 開会 

 

 

２ 座長挨拶 

 

 

３ 乾杯 

 

 

４ ご歓談 

 

 

５ 中締め 

 

 

～散会～ 
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地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県） 現地視察 

企業視察 松尾建設株式会社様 

 

 

日時：平成 29年 11月 22日（水）10時 00分  

場所：松尾建設    

 

次第 

 

 

１ 座長挨拶 

   

 

２ 松尾建設株式会社様お取組ご説明 

 

 

３ 現場視察 

 

 

４ 意見交換 

 

 

５ 結び 
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意見交換におけるテーマ 

 

 

 担い手、特に若年入職者の確保の状況 

 確保の状況 

 課題 等 

 

 担い手の確保に向けて必要な取組やその課題 

 働き方改革・待遇の改善 

 そのための生産性の向上（IT活用等） 等 

 

 行政や地元経済界への期待 

 計画的な業務量の確保 

 発注・契約方式の改善 等 

 

 地元建設業界として実施すべき取組やその課題 

 業界としての生産性向上方策の導入 

 業界をあげた人材育成 等 

 

※上記以外でも忌憚のないご意見を賜りたく存じます。 
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地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県） 

松尾建設株式会社 企業視察  

意見交換における主要な論点 

 

 担い手、特に若年入職者の確保の状況 

 社員 A：佐賀県の建設業では、若年労働者の減少が見られる。現在、若年層の採用

のためにインターンシップを実施している。大学生や高校生を対象に、1週間程度

松尾建設に来社・現場見学等していただいている。 

 社員 B：協力会社の中には、福岡県で大手建設業者が工事を受注した場合、人材融

通を行うという仕組みが出来ている企業も存在する。人材の抱え込みを行うより、

技術職を融通する流れが出来ている。 

 

 担い手の確保に向けて必要な取組やその課題 

 社員 C：現在、設計部門では女子社員を半数以上採用している。現場も 5~6 年程

前から女性社員を採用し始めている。女性社員の確保に向けて、女性向けの環境が

整備できておらず、定着していない恐れがある。今後は、専門職を本社に集積させ

るなどの取組を行っていく。 

 社員 D：働き方改革のなかで、1 ヶ月 60 時間以内の時間外労働を達成させるため

には、4週で 8日休みにする必要がある。数年前から日曜日を休日にする習慣が出

来てきたが、今後は 4 週 6 日休みを基本として土曜日にも休みの日を設けるとい

う方向で進める。 

 

 行政や地元経済界への期待 

 社員 E: 福岡県、長崎県、熊本県、佐賀県において、年度末は内装の発注が多く、

毎年専門職が不足する傾向にある。土木工事も、年度末における仕事が大半を占め

ることから、業者が慢性化している。発注の平準化に期待していきたい。 

 

 地元建設業界として実施すべき取組やその課題 

 社員 F: 若年層の間で、建設産業へのイメージが悪く、魅力を感じていない人が多

い。地元建設会社を中心に、佐賀大学等の学内に企業ブースを設置することで、建

設産業と大学生の交流を促進していきたいと考えている。今後とも学生の佐賀へ

の定着と建設業への認知・関心を高める取組を行っていきたい。 

以上 
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地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県） 現地視察 企業視察資料 

 

 

 

出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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出所）松尾建設株式会社資料 
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地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県） 現地視察 

企業視察 株式会社中野建設様 

 

 

日時：平成 29年 11月 22日（水）13時 00分  

場所：中野建設      

 

次第 

 

 

１ 座長挨拶 

   

 

２ 中野建設様お取組ご説明 

 

 

３ 意見交換 

 

 

４ 結び 

 

 

  



204 

 

意見交換におけるテーマ 

 

 

 担い手、特に若年入職者の確保の状況 

 確保の状況 

 課題 等 

 

 担い手の確保に向けて必要な取組やその課題 

 働き方改革・待遇の改善 

 そのための生産性の向上（IT活用等） 等 

 

 行政や地元経済界への期待 

 計画的な業務量の確保 

 発注・契約方式の改善 等 

 

 地元建設業界として実施すべき取組やその課題 

 業界としての生産性向上方策の導入 

 業界をあげた人材育成 等 

 

※上記以外でも忌憚のないご意見を賜りたく存じます。 

 

  



205 

 

 

地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県）現地視察 

佐賀県建設企業 中野建設 意見交換における主要な論点 

 

 担い手、特に若年入職者の確保の状況 

 社員 A：これまで、中野建設では若年の技能職は皆無に近い状況であった。近年は、

高校の卒業生で、機械の操作や、現場監督よりも作業に関心のある人材を毎年 1~2

人採用するようになった。作業をこなす中で職長になってもらえればいいと考え

ている。 

 社員 B：中野建設では極力女性が働きやすい環境を作っていきたいと考えている。

来年度、女子高生に対しても内定を出している。現場に携わる身として、女性には

書類作成や管理等に従事していただけると大変助かる。 

 

 担い手の確保に向けて必要な取組やその課題 

 社員 C：女性の登用について、当社では女性が実施できる業務は豊富にある。更に、

建設業として女性が携わることの出来る仕事が豊富にあることを発信していく必

要がある。 

 社員 D：年間 200 日以上作業いただいた作業員の約 8 割は月給制になっている。

舗装は中野建設が直営で行っており、舗装の作業員を約 30名抱えている。建築土

木は主に外注しており、協力会社体制のもと管理を行っているが、協力会社が企業

規模を縮小したり、小規模の案件を取り扱ったりする傾向が見られる。従って、近

年は協力会社を探すのが困難である。したがって土木についても直営化を模索し

ている。 

 

 行政や地元経済界への期待 

 社員 E：土木では、今年は 4~5 人程度人手が足りていない状況である。もし行政

や独立法人等から業務や発注時期の平準化が行われれば、今年は技術者不足の問

題は発生しなかったと考える。発注の平準化は近年徐々になされてきているが、工

事着手開始可能時期が偏ったままであるため、これを是正していただきたい。 

 社員 F：総合入札制度において、佐賀県は技術点が同点となった企業についてはく

じ引きで受注者を決定している。入札事業者の間で不公平が出ないよう、発注案件

を増やしていただきたい。普通の舗装案件は全てくじ引きという形式でも良い。 
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 地元建設業界として実施すべき取組やその課題 

 社員 G：総合評価の中で防災協定が評価されつつあり、1社で防災協定を大量に結

ばなければいけない状況になってきている。実際に災害が起きたとき、各企業がど

の程度対応できるのかは定かではない。評価の為の防災協定となり、地域防災の中

身が伴わなければ、評価方法を改善するべきではないか。 

 社員 H：当社では ICT 施工を中心に生産性向上に取組んでいる。土木は機械を保

有していないため、UAV7、レーザースキャナや 3次元データ等の i-Construction

を活用し測量を行っている。民間工事も対象にしており、まずは 5%の生産性向上

を目標にしたい。 

 

 

 

  

                                                   
7 Unmanned Aerial Vehicle の略 
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地域建設産業のあり方検討委員会（佐賀県）現地視察 写真 

 

有明海沿岸道路現場視察時事前説明 

 

有明沿岸道路工事における ICT活用事例① 
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有明沿岸道路工事における ICT活用事例② 

 

意見交換会① 
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意見交換会② 

 

意見交換会終了後の集合写真 
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関係者懇談会 座長挨拶 

 

松尾建設株式会社 事業概要等説明 
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松尾建設株式会社 現場視察① 

 

松尾建設株式会社 現場視察② 

 

  



212 

 

中野建設株式会社 意見交換① 

 

中野建設株式会社 意見交換② 
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